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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 30081
組合名称 がん研究会健康保険組合
形態 単一
業種 医療、福祉

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

2,175名
男性29%

（平均年齢42.87歳）*
女性71%

（平均年齢39.13歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 3,082名 -名 -名
適用事業所数 1ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

1ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

83.15‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 1 1 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 1,030 ∕ 1,181 ＝ 87.2 ％
被保険者 1,007 ∕ 1,032 ＝ 97.6 ％
被扶養者 23 ∕ 149 ＝ 15.4 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 74 ∕ 136 ＝ 54.4 ％
被保険者 74 ∕ 134 ＝ 55.2 ％
被扶養者 0 ∕ 2 ＝ 0.0 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 256 118 - - - -
特定保健指導事業費 6,566 3,019 - - - -
保健指導宣伝費 5,892 2,709 - - - -
疾病予防費 59,243 27,238 - - - -
体育奨励費 8,495 3,906 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 0 0 - - - -
　
小計　…a 80,452 36,989 0 - 0 -
経常支出合計　…b 1,346,917 619,272 - - - -
a/b×100 （%） 5.97 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

4 2 0 2 4
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 13人 25〜29 47人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 105人 35〜39 108人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 94人 45〜49 80人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 68人 55〜59 55人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 37人 65〜69 16人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 4人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 128人 25〜29 245人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 213人 35〜39 207人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 240人 45〜49 185人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 151人 55〜59 94人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 53人 65〜69 14人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 4人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 115人 5〜9 93人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 69人 15〜19 47人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 34人 25〜29 8人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 2人 35〜39 4人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 0人 45〜49 1人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 3人 55〜59 3人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 3人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 104人 5〜9 106人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 85人 15〜19 68人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 31人 25〜29 13人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 27人 35〜39 37人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 33人 45〜49 20人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 26人 55〜59 21人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 14人 65〜69 8人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 9人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
①人員構成は、男性３割・女性７割。女性の割合が高い
②適用事業所は、１事業所
③平均年齢は、男性42歳、女性39歳
④扶養率が低い（0.45％）
⑤前期高齢者加入率が低い（1.94％）
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
事業主との連携を行い、加入者への意識づけ・健診とその後の指導等、加入者の状況に合わせた保健事業を実施している。

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　事業主との保健事業の連携
　予算措置なし 　スコアリングレポートの共有
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　ホームページの運営
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品利用促進
　保健指導宣伝 　重複頻回受診対策
　予算措置なし 　事業主広報誌への寄稿
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　特定保健指導事業 　特定保健指導　情報提供（冊子配布）
　保健指導宣伝 　育児支援
　保健指導宣伝 　健康優良者表彰
　疾病予防 　基本健康診断（被保険者）
　疾病予防 　基本健康診断（被扶養者）
　疾病予防 　がん検診
　疾病予防 　歯科検診費用補助
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　Ｂ型肝炎ワクチン接種
　疾病予防 　禁煙外来
　疾病予防 　健康介護電話相談
　疾病予防 　保健指導（若年層　４０歳未満）
　疾病予防 　常備薬あっせん・補助
　疾病予防 　基本健診結果提出奨励
　疾病予防 　２次検診結果提出奨励（生活習慣病などの重症化予防）
　体育奨励 　ウォーキングイベント
　体育奨励 　インボディ測定会
　体育奨励 　スポーツクラブ　法人契約
事業主の取組事業主の取組
　1 　雇入れ時健康診断
　2 　定期健康診断
　3 　特定業務従事者健康診断
　4 　電離放射線健康診断
　5 　有機溶剤健康診断
　6 　特定化学物質健康診断
　7 　健康診断結果による産業医からの受診勧奨
　8 　ストレスチェック
　9 　カウンセリングルーム等の相談窓口の設置
　10 　長時間労働に関する面接指導
　11 　復職支援プログラム
　12 　禁煙対策
　13 　ヘルシーメニューの提供
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　14 　インフルエンザ集団予防接種
　15 　B型肝炎集団予防接種
　16 　肺がん検査
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

1 事業主との保
健事業の連携 保健事業の効果的かつ効率的な施策の検討・実施 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 0

１２月に委員会を開催し、次年度の保
健事業について内容を検討した。また
委員メンバーと随時情報共有

事業主が医療機関であるため、医療専
門家を交えた意見聴取が容易であった 特になし 3

予
算
措
置
な
し

1
スコアリング
レポートの共
有

事業所との健康課題共有 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 - 令和５年３月　健康スコアリングレポ

ート発出後、事業主に共有 加入者の健康課題が共有できた 特になし 3

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2,5 ホームページ
の運営

健康保険制度や組合の状況の周知。保健事業・健康管理に関する情報
発信を実施 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 400 通年。法改正情報等の最新情報を随時

更新した。健保連の広報誌を毎月紹介
基本情報の発信に加えて、各種申請書
のダウンロードのリンク等で利便性を
図った。

特になし。 4

2,7
ジェネリック
医薬品利用促
進

医療費の適正化のために、差額通知を発送し後発医薬品の使用率UPを
狙う 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 232

R4.1〜3月レセプトより対象者を抽出。
後発医薬品を利用すると1000円以上の
医療費を削減できる190名にR4.12月に
差額通知を自宅に発送。R5.1〜3月レセ
プトで効果検証

通知することで、加入者の意識が変容
が見られる

先発医薬品を選ぶ者が一定数存在する
。後発医薬品の流通が一部滞って、後
発薬を選択できないケースもある

3

2,4 重複頻回受診
対策

医療費適正化を図るために、正しい医療機関等へのかかり方の啓発を
行う 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 220

R4.7〜9月のレセプトで対象者を抽出。
対象となった16名にR5.1月に通知を発
送。R5.2〜4月のレセプトで効果検証

該当者に直接郵送し通知することで、
加入者の意識の変容が見られる

通知しても、受診の仕方を変えない人
が一定数いる 3

予
算
措
置
な
し

2,5 事業主広報誌
への寄稿

事業主の広報誌「がん研報」に年３回寄稿することで、健康保険組合
の組合運営情報の発信し、加入者に周知する 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 - 年３回、事業主の人事部・広報課を協

力して、組合の最新情報を掲載
事業主内で配布されるものであり、加
入者の目に留まりやすい 特になし 4

個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診（被
保険者） 健康状態を把握し、生活習慣病の早期発見・早期治療を促す。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 - ８月に巡回定期健康診断で実施 勤務時間中に受診できるため、受診率

が高い 未受診者の受診促進。 4

3 特定健診（被
扶養者）

被扶養者の実施率の向上。
健康状態を把握し、生活習慣病の早期発見・早期治療を促す。 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

232
4月に受診案内を事業主経由で送付。ま
た、被扶養者検認で継続認定した者に
も受診勧奨した。被扶養者が選択した
医療機関等で随時実施。

事業主の協力を得て、事業主経由で申
請書を配布し受診勧奨を実施。また、
ホームぺージにて申請書を掲載し、申
請しやすくした。

被扶養者の健診実施率が低いため、利
用促進を行い実施率向上が課題。 1

特
定
保
健
指
導
事
業

4,5 特定保健指導
特定保健指導実施率の向上。
生活習慣病の発症、重症化を予防。
特定保健指導対象者の減少。

全て 男女
40
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
1,831

開催期間：令和4年12月〜
実施期間：積極的支援対象者4〜6か月
。動機付け支援対象者4か月。

令和４年度から対象者用管理サイトが
業者で新設され、そちらから面談予約
が可能となった。事業主から案内配布
・就業時間中実施の許可、中断者への
利用促進を行った。
対象者が気軽に参加しやすい方法（遠
隔・対面選択が可能）を提供した。

対象者のやる気、危機感の欠如。リピ
ーターが辞退するケースが多かった。
また、医療専門職であるため自己判断
ができ、指導を受ける必要がないと判
断する者、業務多忙のため辞退する者
が多かった。

2

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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2,4
特定保健指導
　情報提供（
冊子配布）

個別性の高い情報を提供することにより、自身の健康リスクを把握し
、健康増進や早期受診促進へつなげる 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
1,080

８〜１０月に実施した巡回健康診断の
結果をもとに、特定保健指導の階層化
を行い冊子を作成、１２月に配布した
。

個人データに応じた個別性の高い情報
が提供できた。過去データも一緒に掲
載することにより経年変化なども一目
で確認することができた。

特になし。 4

保
健
指
導
宣
伝

2,5,8 育児支援 対象者全員への配布し、育児支援を行う 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
301

通年で１年間毎月、女性被保険者に冊
子を自宅に送付。男性被保険者には、
事業主に出生届を提出した者に対しパ
パ向け冊子を配付。

出産した女性被保険者に育児フォロー
が出来ている。パパの育休利用促進・
育児参加のフォローが出来ている。

特になし 4

2,8 健康優良者表
彰

１年間健康維持し、組合の医療費の抑制を貢献した者に対し、インセ
ンティブ付与する 全て 男女

20
〜
74

被保険
者,基準
該当者

240
令和４年度の給付締め切り後に実施。
令和４年度の通年在籍者で、保険証未
使用・健康診断の異常所見のなかった
ものに表彰し景品を進呈。

健保の医療費抑制に貢献した者へ対し
、インセンティブを支給することで健
康維持のモチベーションアップができ
た

特になし 3

疾
病
予
防

3 基本健康診断
（被保険者） すべての年齢に特定健診同等内容で健診を行う。

健康状態を把握し、疾病の早期発見・早期治療を促す。 全て 男女
18
〜
74

被保険
者 15,010

８月に事業主にて巡回健康診断を実施
。８月に受診できなかった者は、年度
内に健診施設にて実施した。

勤務時間中に受診可能であるため、実
施率が高い。

巡回健康診断未受診者がいるため、そ
の者の受診率向上が課題。 4

3 基本健康診断
（被扶養者）

被扶養者の健診実施率の向上。
健康状態を把握し、疾病の早期発見・早期治療を促す。

全て 男女 18
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

450
4月に受診案内を事業主経由で送付。ま
た、被扶養者検認で継続認定した者に
も受診勧奨した。被扶養者が選択した
医療機関等で随時実施。

事業主の協力を得て、事業主経由で申
請書を配布し利用促進を実施。また、
ホームぺージにて申請書を掲載し、申
請しやすくした。

被扶養者の健診実施率が低いため、利
用促進を行い実施率向上が課題。 1

3,4 がん検診
がんの早期発見・早期治療を促すため、対象年齢に応じたがん検診を
実施。
受診率を向上させる。

全て 男女
20
〜
74

加入者
全員 16,000

被保険者は、事業主が実施する巡回健
康診断内で実施。巡回健康診断未受診
者・被扶養者は、個人が選択した医療
機関等で実施。R4年度より婦人科健診
を巡回で実施した。

被保険者が、がん専門病院の職員であ
るため、がん検診の重要性を認識して
いる。
R４年度より巡回子宮頸がん検診を実施
し、受診率がこれまでよりも向上した
。

受診勧奨を行い、さらなる実施率向上
が今後の課題。 3

3,4 歯科検診費用
補助

口腔の状態を把握し、口腔関係から疾患の早期発見・早期治療を促す
。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 5 通年で歯科健診補助金事業実施 口腔関係の疾患に対する意識向上

コロナ禍のため巡回健康診断内で実施
できず、外部で個人受診しなければな
らないため受診率がのびない。

1

3 インフルエン
ザ予防接種 インフルエンザの予防。罹患率を下げる。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 4,430

被保険者は、１１月に事業主にて集団
接種。未接種の被保険者、被扶養者、
任継者は各自選択した医療機関で接種
。

被保険者が医療従事者であることから
、インフルエンザ予防の必要性を認識
している。

特になし。 3

3 Ｂ型肝炎ワク
チン接種 Ｂ型肝炎の発祥の予防。罹患率を下げる 全て 男女

20
〜
74

被保険
者,基準
該当者

66 通年で、事業主にて希望者に対し随時
実施。

被保険者が医療従事者であることから
、B型肝炎予防の必要性を認識している
。

特になし。 3

5 禁煙外来 喫煙率の低減を目指す 全て 男女
20
〜
74

被保険
者,基準
該当者

0 通年実施。ホームぺージ・事業主イン
トラにて定期的に周知。

被保険者が、がん専門病院の職員であ
るため、禁煙の重要性が浸透。事業主
から定期的に禁煙啓蒙活動行われてい
る。

愛煙家に対する対策が非常に困難。 1

5,6 健康介護電話
相談

心身の健康のために、日常の健康管理・健康増進についての早期対応
。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 300 通年で２４時間受付の電話相談窓口を

設置
２４時間受付なので、加入者がいつで
も相談できる。ストレスチェックの高
ストレス者を対象に、事業周知をした
。

利用者が少ないため利用促進・周知が
必要。 1

2,4
保健指導（若
年層　４０歳
未満）

若年層の生活習慣病の発症、重症化を予防。 全て 男女
18
〜
39

加入者
全員,基
準該当

者
550

開催期間：令和4年12月〜
実施期間：3〜４か月
積極的支援に階層化された者も、一律
で動機付け支援相当の指導を実施。

対象者用管理サイトが業者で新設され
、そちらから面談予約が可能となった
。事業主から案内配布・就業時間中実
施の許可、中断者への利用促進を行っ
た。
対象者が気軽に参加しやすい方法（遠
隔・対面選択が可能）を提供した。

R４年度から初めて若年層への保健指導
を実施。医療専門職であるため自己判
断ができ、指導を受ける必要がないと
判断する者、業務多忙のため辞退する
者が多かった。
被扶養者の健診受診率が低いため、被
扶養者には実質指導出来ていない。

2

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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8 常備薬あっせ
ん・補助

常備薬を家庭に常備しておくことにより、疾病の初期対応と、医療費
の抑制につなげる 全て 男女

20
〜
74

被保険
者 3,200

１０月に申込書を配布、１１月に申込
締め切り、１２月に商品を配付した。
補助上限を超えたものは１月中に自己
負担を支払。

健保から購入補助を行ったため申込者
が多く、また好評を得た。

紙のみでの受付であったため、資格確
認に時間を要した。
補助額を上回った自己負担について支
払期限までに支払わない者が若干いた
。未入金の督促に時間を要した。

4

3 基本健診結果
提出奨励

被扶養者の定期健康診断受診率の向上のため、インセンティブ配付す
ることで受診を促す 全て 男女

18
〜
74

被扶養
者 30

通年。健診費用の補助金申請を問わず
、健診を受診した被扶養者が結果を提
出してきた場合にインセンティブ配付
した。

結果提出の促進ができた。 提出者はあまり伸びなかった。 2

3,4
２次検診結果
提出奨励（生
活習慣病など
の重症化予防
）

定期健康診断受診後の要再検査の者に対し、インセンティブ配付する
ことで２次検診の受診を促し、早期に対処し重症化を防ぐ。 全て 男女

20
〜
74

被保険
者,基準
該当者

60
８月の定期健康診断の結果配付後〜年
度末まで実施。２次検診対象者（受診
勧奨者）が、医療機関を受診し、その
結果を提出促進のためにインセンティ
ブ配付

インセンティブ配付することにより、
２次検診の受診促進ができた。 未受診者への対応。 2

体
育
奨
励

2,5,8 ウォーキング
イベント 運動習慣の定着と行動変容を促し、生活習慣病の予防につなげる。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 2,052

１１〜１２月の２か月間　事業主と共
同開催でウォーキングイベントを実施
。

参加者に、スマートウオッチか万歩計
を配布。目標達成者にはインセンティ
ブを付与することで、運動習慣定着の
意識づけや、職場内のコミュニケーシ
ョン向上に役立てた。

特になし。 4

1,2,5 インボディ測
定会 体の体組織を把握してもらい、健康増進に向けて意識を変えていく 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 1,089

実施時期：８月の巡回定期健康診断時
インボディ測定器を設置し、希望者に
体組織の計測を行う。

数値化された体組織に興味を持ったも
のが多く、事業としては好評であった
。

特になし 4

2,5,8 スポーツクラ
ブ　法人契約 加入者に運動機会の提供をする 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 - R4.5月より㈱ルネサンスと法人会員契

約締結し、利用開始した。

四半期ごとに入会キャンペーン展開し
ており、定期的にホームページや母体
のイントラで広報活動が出来ている。
広報活動を健保で実施する代わりに、
契約金・運営費が掛からないプランで
契約できるのがよい。

コロナ禍であり利用が進まなかった。
スポーツクラブの立地があまりよくな
い。

1

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

雇入れ時健康診断 労働安全衛生規則に基づき実施 被保険者 男女
18
〜
74
新入職員に対し実施 入社前に実施 - 無

定期健康診断 労働安全衛生法に基づき実施。健保組合が費用を一部補助 被保険者 男女
18
〜
74
年１回　８月に実施 勤務時間内に行うことで、受診率が非常に高い 未受診者は、後日個別に受診勧奨が必要。 有

特定業務従事者健
康診断 労働安全衛生規則に基づき実施 被保険者 男女

18
〜
74
６か月ごとに１回　深夜業に従事する職員に実
施 対象者に実施 - 無

電離放射線健康診
断 電離放射線障害防止規則に基づき実施 被保険者 男女

20
〜
74
雇入れ時、配置替えの際、その後６か月以内ご
と、放射線業務に従事する職員に実施 対象者に実施 - 無

有機溶剤健康診断 有機溶剤中毒予防規則に基づき実施 被保険者 男女
20
〜
74
雇入れ時、配置替えの際、その後６か月以内ご
と、有機溶剤業務に従事する職員に実施 対象者に実施 - 無

特定化学物質健康
診断 特定化学物質等障害予防規則に基づき実施 被保険者 男女

20
〜
74
雇入れ時、配置替えの際、その後６か月以内ご
と、特定化学物質を取り扱う職員に実施 対象者に実施 - 無

健康診断結果によ
る産業医からの受
診勧奨

二次健康診断の受診勧奨 被保険者 男女
18
〜
74
定期健康診断後、産業医が結果を確認し要再検
査者に医療機関への受診勧奨を実施 対象者に実施 勧奨しても、対象者が医療機関に受診しない 有

ストレスチェック 労働安全衛生法に基づき実施 被保険者 男女
18
〜
74
毎年９月、外部業者に委託の上実施 個人あての職場のメールアドレスに配信される

ことで、期間内好きな時間に回答が可能 - 無

カウンセリングル
ーム等の相談窓口
の設置

メンタル不調者への対応 被保険者 男女
18
〜
74
通年。社内に職員向けカウンセリングルームを
設置

社内に相談者が気軽に相談できる環境が設置で
きている - 無

長時間労働に関す
る面接指導 過重労働による健康障害防止 被保険者 男女

18
〜
74
６か月の超過勤務平均８０時間を超えた場合、
または１か月の超過勤務が１００時間を超えた
ものに実施

- - 無

復職支援プログラ
ム メンタル不調者の円滑な職場復帰の支援と再発防止対策 被保険者 男女

18
〜
74
通年。対象者に実施 産業医と連携して、休職者の状況に応じ個別対

応 復職しても再度休職してしまう場合がある 無

禁煙対策 事業所内の喫煙禁止 被保険者 男女
20
〜
74
職員喫煙０％についての基本方針を理事長から
発信。事業所敷地内の禁煙、禁煙成功者のコラ
ム配信

病院幹部や禁煙成功者からの体験談の発信 一定数の愛煙家がいるため０％にするのは困難
である 有

ヘルシーメニュー
の提供 食生活の改善 被保険者 男女

18
〜
74
社員食堂、お弁当にてヘルシーメニューを提供 - 個人の嗜好がさまざまである 無

インフルエンザ集
団予防接種 インフルエンザの予防・重症化防止。リスク管理 被保険者 男女

18
〜
74
秋に数日掛けて、希望者に集団予防接種を実施 就業時間内に実施 - 有

B型肝炎集団予防接
種 B型肝炎の予防・重症化予防。リスク管理 被保険者 男女

18
〜
74
抗体価が低い希望者に対し予防接種を実施 就業時間内に実施 - 有

肺がん検査 肺疾患の早期発見 被保険者 男女
18
〜
74
随時。胸部ヘリカルCTを事業主の検診センター
にて、希望者に実施 通常よりも比較的安価にて検査が行える - 無

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア ア　【特定健診受診率】 特定健診分析 ・2020～2022年度の特定健診受診率は年々増加し、2022年度は85.1％であ

る
・2022年度の受診率を被保険者・被扶養者別にみると、被保険者は95.5％
で、単一健保目標より高い。被扶養者の受診率は低く、8.0％である。
・2022年度の被保険者の受診率を男女別にみると、65歳代以降の男性が単
一健保目標より低い
・被扶養者では、60～64歳代の男性を除き、保険者全体目標より受診率が
低い

イ イ　【特定保健指導実施率】 特定保健指導分析 ・2020～2022年度の特定保健指導実施率は、単一健保目標には達していな
い
・2022年度の被保険者の実施率は46.0％で、被扶養者の実施者はいない
・初回面談に参加した者は、全員終了している。実施率を上げるためには
、保健指導利用者を増やすことが必要である

ウ ウ　【内臓脂肪症候群該当者・特定保健指導対象者】 健康リスク分析 ・内臓脂肪症候群該当者率は、増加傾向にあるが他健保平均よりは低い。2
022年度は5.2％である
・被保険者の該当者率は5.2％であるが、他健保平均よりは低い。被扶養者
に該当者はいない
・特定保健指導対象者率は、2021年度に比べ2022年度は増加しているが、
他健保平均よりは低い。2022年度は14.1％である
・被保険者の対象者率が14.1％、被扶養者の対象者者率が18.2％で、被扶
養者は他健保平均より高い

エ エ　【肥満・非肥満分布図】 健康リスク分析 ・被保険者40歳未満では、受診勧奨域・服薬投与者の肥満率が50％以上で
あるが、非肥満も一定数いる
・被扶養者40歳未満は、全員基準値内で、肥満はいない
・被保険者40歳以上の肥満率は、受診勧奨域で48.1％、服薬投与者で59.1
％であるが、非肥満も一定数いる
・被扶養者40歳以上では、基準値内は全員非肥満、受診勧奨域は全員肥満
である

オ オ　【健診結果リスク：血圧・脂質・血糖の経年変化】【
受診状況】

健康リスク分析 ・血圧高リスク者：被保険者の基準値を超えている割合は、年々増加傾向
にあり、男性・女性ともに60～64歳代が最も多い
・血糖高リスク者：被保険者の基準値を超えている割合は、年々増加傾向
にあり、男性は70～74歳代、女性は65～69歳代が最も多い
・脂質高リスク者：被保険者の基準値を超えている割合は、年々増加傾向
にあり、男女とも70～74歳代が最も多い

10



カ カ　【リスクシュミレーション：脳卒中・心疾患】【糖尿
病】【脂質異常症】

健康リスク分析 ・脳卒中・心疾患リスク：血圧が160≦収縮期血圧＜180または100≦拡張期
血圧＜110で、服薬なしが26人いる。血圧が180≦収縮期血圧または110≦拡
張期血圧で、服薬なしが5人いる。服薬ありの者では、血圧が160≦収縮期
血圧＜180または100≦拡張期血圧＜110のコントロール不良者は3人である
・糖尿病リスク：HbA1cが6.5以上7.0未満で、服薬なしが7人いる。HbA1c
が7.0以上8.0未満で、服薬なしが8人いる。HbA1cが8.0以上で、服薬なし
が3人いる。服薬ありの者で、HbA1c6.5以上のコントロール不良者は、7人
である
・脂質異常症リスク：LDLコレステロールが180以上で、服薬なしが51人い
る。服薬ありの者では、 LDLコレステロールが180以上のコントロール不良
者は2人である

キ キ【一人当たり医療費：疾病大分類医療費構造】 【疾病大
分類医療費】【疾病中分類上位15疾患】

医療費・患者数分析 ・2022年度の疾病大分類別一人当たり医療費では、
1位：消化器系疾患　2位：呼吸器系疾患　3位：内分泌・栄養・代謝疾患　
4位：新生物　5位：腎尿路生殖器系疾患
循環器疾患は上位になく14位
・他健保平均より高い疾患は、他に8位の「妊娠・分娩・産じょく」、10位
の「他に分類されないもの」、17位の「周産期発生病態」である
・疾病中分類別一人当たり医療費の中で、大分類で上位5位にあったもの
　消化器系疾患
　・歯肉炎・歯周疾患　 ： 1位
　・その他の消化器系疾患　 ： 3位
　呼吸器系疾患
　・急性上気道感染症　 ：10位
　・アレルギー性鼻炎　 ：11位
　・その他の呼吸器系疾患 ：15位
　内分泌・栄養・代謝疾患
　・内分泌・栄養・代謝疾患 ： 6位
　新生物
　・良性新生物 ： 8位
　腎尿路生殖器疾患
　・乳房・女性性器疾患 ： 7位
その他に、他の妊娠、分娩、産じょくが5位である

ク ク【一人当たり医療費：歯科３疾患】１＆２ 医療費・患者数分析 ・被保険者・被扶養者ともに、歯肉炎・歯周疾患の一人当たり医療費が最
も高く、他健保平均より高い
・被保険者のう蝕の一人当たり医療費は、55〜59歳代が最も高く、次は60
～64歳代である
・被扶養者のう蝕の一人当たり医療費は、60～64歳代が最も高く、次は70
～74歳代である
・被保険者の歯肉炎・歯周疾患の一人当たり医療費は、年齢とともに増加
し、65〜69歳代が最も高い
・被扶養者の歯肉炎・歯周疾患の一人当たり医療費は、20歳未満では、5～
9歳代が高い。年齢とともに増加傾向にあり、65〜69歳代が最も高い
・被保険者の歯・歯の支持組織障害の一人当たり医療費は、55～59歳代が
最も高く、次は20～24歳代である
・被扶養者の歯・歯の支持組織障害の一人当たり医療費は、25～29歳代が
最も高く、次は55～59歳代である
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ケ ケ【一人当たり医療費：呼吸器系疾患】 １＆２ 医療費・患者数分析 ・呼吸器系疾患の一人当たり医療費は、2020年度以降増加しているが、他
健保平均よりは少ない
・被保険者・被扶養者ともに、血管運動性鼻炎・アレルギー性鼻炎の一人
当たり医療費が最も高いが、他健保平均よりは少ない。次がインフルエン
ザである
・被保険者のインフルエンザの一人当たり医療費は、55～59歳代が最も高
い
・被扶養者のインフルエンザの一人当たり医療費は、0〜4歳代が最も高い
・被保険者の血管運動性鼻炎・アレルギー性鼻炎の一人当たり医療費は、6
0～64歳代が最も高い
・被扶養者の血管運動性鼻炎・アレルギー性鼻炎の一人当たり医療費は、4
0～44歳代が最も高く、次は0～4歳代である

コ コ【一人当たり医療費：生活習慣病疾患】１＆２＆３＆４ 医療費・患者数分析 ・生活習慣病一人当たり医療費では　　1位：糖尿病　2位：高脂血症　3位
：高血圧症。他健保平均に比べて一人当たり医療費が高いものは、肝機能
障害のみである
・糖尿病の一人当たり医療費は、経年で増加している。入院外の医療費が
高い
・インスリン療法の一人当たり医療費は、経年で増加している。入院外の
医療費が高い
・糖尿病性腎症の一人当たり医療費は、2022年度に増加している。入院外
の医療費のみである
・高脂血症の一人当たり医療費は、経年で増加している。入院外の医療費
が高い
・高血圧症の一人当たり医療費は、経年で減少している。入院外の医療費
が高い
・虚血性疾患の一人当たり医療費は、2022年度に増加している。入院外の
医療費が高い
・脳血管障害の一人当たり医療費は、経年で減少している。2020年度は、
入院と入院外は同程度の金額であったが、他の年度は入院外の医療費が高
い
・高尿酸血症の一人当たり医療費は、経年で増加している。入院外の医療
費が高い
・肝機能障害の一人当たり医療費は、2022年度に増加している。入院外の
医療費が高い

サ サ【一人当たり医療費：新生物】 医療費・患者数分析 ・新生物の一人当たり医療費は、他健保平均より低く、2022年度は減少し
ている
・男性は大腸がん、女性は乳がんの一人当たり医療費が最も高い。女性の
大腸がんのみ、他健保平均より高い

シ シ【一人当たり医療費：婦人科疾患】 医療費・患者数分析 ・婦人科系疾患の一人当たり医療費では、　
1位：被保険者：他の妊娠、分娩・産じょく　 被扶養者：他の妊娠、分娩
・産じょく 
2位：被保険者：乳房・女性性器疾患　　　　被扶養者：その他の周産期発
生病態
被保険者は、月経・閉経周辺期障害、流産妊娠中毒症の医療費もあり、女
性の健康課題への対策が必要である
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ス ス【後発医薬品使用率】 後発医薬品分析 ・後発医薬品使用率は、経年で増加しているが、国実施目標より低い
・被保険者・被扶養者ともに、後発医薬品使用率が国実施目標より低い
・被保険者で、国実施目標に達しているのは、男性では、30～34歳代、女
性では、75歳以上のみである
・被扶養者で、国実施目標に達しているのは、男性では、45～49歳代・60
～64歳代、女性では、 30～34歳代・50～54歳代・70～74歳代のみである

セ セ【前期高齢者の医療費】 医療費・患者数分析 ・一人当たり医療費は、65歳以上で高くなっている
・前期高齢者の一人当たり医療費は、2021年度に大幅に減少したが、2022
年度増加している。
・前期高齢者医療費の年平均成長率は2.0％

ソ ソ【重複・多剤投薬】 医療費・患者数分析 ・同一月に、同一成分の薬剤、3医療機関以上の投薬率は、0～4歳代が最も
多く、次は、65～69歳代である
・同一月に、6剤以上の薬剤を投与された者が全ての年代にいる。投薬率は
、65～69歳代が最も多く、次は0～4歳代である
・同一月に、15剤以上の薬剤を投与された者が、ほぼ全ての年代にいる。
投薬率は、55～59歳代から増え、75歳以上が最も多い

タ タ【喫煙率】 健康リスク分析 ・喫煙率は国実施目標より低く、年々減少しているが0%は達成できていな
い
・男性・女性ともに、国実施目標より低い
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ア 【特定健診受診率】

◼ 特定健診受診率 経年変化 ◼ 特定健診受診率 被保険者・被扶養者別

◼ 特定健診受診率 年代・性別別
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イ 【特定保健指導実施率】

◼ 特定保健指導実施率 経年変化 ◼ 特定保健指導実施率 被保険者・被扶養者別

◼ 特定保健指導対象者内訳 対象・利用・実施人数
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ウ 【内臓脂肪症候群該当者・特定保健指導対象者】

◼ 特定保健指導対象者率・前年度からの減少率経年変化 ◼ 特定保健指導対象者率被保険者・被扶養者別

◼ 内臓脂肪症候群該当者率・前年度からの減少率経年変化 ◼ 内臓脂肪症候群該当者率被保険者・被扶養者別
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エ 【肥満・非肥満分布図】

◼ 肥満・非肥満の分布健診リスク別
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オ 【健診結果リスク：血圧・脂質・血糖の経年変化】

◼ 血糖高リスク者年代・性別別◼ 血圧高リスク者年代・性別別

◼ 脂質高リスク者年代・性別別
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オ 【健診結果リスク割合・受診状況】

◼ 健診結果リスク割合 ◼ 健診結果リスク実数

受診勧奨域の人数

(医療受診あり/なし)

重症化高リスク域の人数

(医療受診あり/なし)

BMI 228人 52人

血圧 161(50/111)人 48(22/26)人

血糖 75(56/19)人 100(67/33)人

脂質 290(79/211)人 58(17/41)人

肝機能 385(37/348)人 111(15/96)人

尿酸 0(0/0)人 0(0/0)人
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カ 【リスクシュミレーション：脳卒中・心疾患】

◼ 脳卒中・心疾患リスクシミュレーション
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カ 【リスクシュミレーション：糖尿病】

◼ 糖尿病リスクシミュレーション
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カ 【リスクシュミレーション：脂質異常症】

◼ 脂質異常症リスクシミュレーション
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キ【一人当たり医療費：疾病大分類医療費構造】

◼ 疾病大分類別一人当たり医療費構造
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キ【一人当たり医療費：疾病大分類医療費】

◼ 疾病大分類別一人当たり医療費 高額医療費ランキング
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キ【一人当たり医療費：疾病中分類上位15疾患】

◼ 疾病中分類別一人当たり医療費 上位15疾患ランキング
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ク【一人当たり医療費：歯科３疾患】

◼ 歯科3疾患一人当たり医療費 被保険者・被扶養者・疾患別

◼ 歯科3疾患一人当たり医療費 年代別
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◼ 歯科3疾患一人当たり医療費 年代別

◼ 歯科3疾患一人当たり医療費 年代別
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ケ【一人当たり医療費：呼吸器系疾患】

◼ 疾病大分類別一人当たり医療費 経年変化 ◼ 季節性疾患一人当たり医療費 被保険者・被扶養者・疾患別
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ケ【一人当たり医療費：呼吸器系疾患】

◼ 季節性疾患一人当たり医療費 年代別
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コ【一人当たり医療費：生活習慣病疾患】

◼ 生活習慣病一人当たり医療費 高額医療費ランキング
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コ【一人当たり医療費：生活習慣病疾患】

◼ 生活習慣病一人当たり医療費 経年変化
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コ【一人当たり医療費：生活習慣病疾患】

◼ 生活習慣病一人当たり医療費 経年変化
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コ【一人当たり医療費：生活習慣病疾患】

◼ 生活習慣病一人当たり医療費 経年変化
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サ【一人当たり医療費：新生物】

◼ 疾病大分類別一人当たり医療費 経年変化 ◼ 新生物種類別一人当たり医療費 疾患別
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シ【一人当たり医療費：婦人科疾患】

◼ 婦人科系疾患一人当たり医療費 被保険者・被扶養者・疾患別
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ス【後発医薬品使用率】

◼ 後発医薬品使用率 経年変化 ◼ 後発医薬品使用率 被保険者・被扶養者別

◼ 後発医薬品使用率 年代・性別別
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セ【前期高齢者の医療費】

◼ 年齢階層別一人当たり医療費 年代別 ◼ 前期高齢一人当たり医療費 経年変化
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ソ【重複・多剤投薬】

◼ 重複・多剤投薬の患者割合 重複投薬率 年代別

重複投薬

多剤投薬 6剤以上

多剤投薬 15剤以上
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タ【喫煙率】

◼ 喫煙率 経年変化 ◼ 喫煙率 性別別
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
特定健診定健診受診率は、全体では単一健保目標より低い。被保険者は90％
以上であるが、被扶養者の受診率は低い。早期に健康リスクを把握し、生活
習慣病とその重症化リスクを予防するために、受診率を上げることが必要で
ある

 被扶養者の受診率を向上させるための対策が必要である。対象者へ健診
の重要性を啓蒙する、未受診者への受診勧奨、被扶養者の健診結果提出
促進（インセンティブ付与）、また、健診結果票のデータ化を行う。



2
特定保健指導の実施率は、単一健保目標に達していない。被扶養者は健診実
施率が低いため対象者がいない。生活習慣病予防・重症化予防のために実施
者を増やすことが必要である。

 対象者へ特定保健指導の重要性を啓蒙する、特定保健指導の参加案内を
複数回行う（委託業者・事業主と共同）。 

3
・疾病大分類一人当たり医療費で、内分泌・栄養・代謝疾患が上位にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保健指導対象者の割合は、他健保平均より低
いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未受診、または服薬していてもコントロール
不良者がいる。

 年齢とともにリスクが高くなるため、若い年代からの予防が必要である
。生活習慣改善のための情報提供や教育、特定保健指導の実施率の向上
、40歳未満への保健指導、受診勧奨等を行う。運動習慣定着のために、
ウォーキングイベント等の参加者を増やす。

4
疾病大分類一人当たり医療費では「歯科疾患」が上位にある。なかでも「歯
肉炎・歯周疾患」は他健保平均より高い。歯科関連疾患の予防や生活習慣病
予防のためにも対策が必要である（ただし、歯科医療費は、口腔ケアのため
に定期的に受診している組合員が多い場合高くなることもある）。

 口腔衛生対策としての情報提供を行う。事業主と共同で、歯科健診の受
診を促す。申請に基づき、補助金を支給する。

5
疾病大分類一人当たり医療費では「新生物」が上位にある。
他健保平均よりは低いが、男性は大腸がん、女性は乳がんの医療費が最も高
い。

 早期発見・早期治療のために、がん検診の受診率を向上させることが必
要である。がん検診受診の必要性を理解するための情報提供や、補助を
行っている検診の案内、未受診者への受診勧奨を行う。

6
組合員には女性が多く婦人科系疾患一人当たり医療費が上位にある。被保険
者は、「他の妊娠，分娩・産じょく」「乳房・女性性器疾患」が高い。  事業主とのコラボヘルスにより、女性特有の健康課題に対する情報提供

や教育を行う。また、相談窓口や情報サイトの案内を行い、女性の体調
の変化に関する不安の軽減や体調管理をサポートする。

7 ジェネリック医薬品の使用率は、経年で増加しているが国実施目標には達し
ていない。  ジェネリック医薬品差額通知やジェネリック医薬品希望シール、リーフ

レット配布を継続していく。

8
他の年代に比べて前期高齢者の医療費が高い。雇用延長が進む中、今後さら
なる高騰が懸念される。この年代になる前に、しっかり健康管理を行うこと
、また前期高齢者に特化した健康管理の教育を行うことが必要である。

 疾患の早期発見・早期治療、また生活習慣改善のために特定健診・がん
検診の受診率の向上、特定保健指導の実施率の向上目指す。また、この
年代に特化した健康管理対策の情報提供を行う。

9
重複・多剤投薬者がみられる。不要な薬剤処方による医療費の軽減や、重複
・多剤による健康状態の悪化を防ぐため、状況の把握を行うことが必要であ
る。

 ・重複多剤投与該当者に通知を送付する。
・ホームページ等で情報提供を行う。
・対象者に、個別に健康状況の確認や保健指導を行う。

10
喫煙率は、年々減少し国実施目標より低い  定期健康診断のアンケートにて喫煙者を把握する。

喫煙率0％を目指し、事業主と連携し、禁煙外来受診を促し補助を実施
する。
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11
疾病大分類一人当たり医療費では「呼吸器系疾患」が上位にある。経年的に
増加しているが他健保平均よりは低い。血管運動性鼻炎・アレルギー性鼻炎
の一人当たり医療費が最も多いが、コロナ禍で流行が抑えられていたインフ
ルエンザの流行が今後懸念される。年代別にみると、10歳未満の医療費が高
い。

 コロナ禍で免疫力が抵抗している人が増加しているため、発症者や重症
化リスクを軽減するために、インフルエンザワクチン接種を促進する。

12 疾病大分類一人当たり医療費では「重症急性呼吸器症候群など」が上位にあ
る。  被保険者は、業務上感染しやすい環境にあるため、発症者や重症化リス

クを軽減するために、新型コロナウィルスワクチン接種を促進する。

13

健康意識の醸成
・健診受診、がん検診受診率の向上を目指し、疾病の早期発見・早期治療に
つなげる。
・生活習慣病やその他疾病に関する知識を増やし、疾病予防につなげる。
・医療費についての理解を促す。
・心身の不調を予防し健康増進を図る。

 ホームページ・広報誌・書籍・健診結果等を通じて、性別や年代に特化
した健康課題や疾病、その予防法を周知し、ヘルスリテラシーを上げる
とともに、継続したセルフケアを促す。

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・人員構成は、男性３割・女性７割。女性の割合が高い
・平均年齢は、男性42歳、女性39歳
・前期高齢者加入率が低い（1.94％）

 生活習慣病の予防・重症化だけではなく、婦人科疾患の医療費傾向を確認し、これに対
する事業の検討も必要である。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
健康課題に即した事業を行っている。喫煙率は5％未満であり国目標値に達しているが、被保
険者の特定保健指導、被扶養者の特定健診・特定保健指導においては、単一健保目標を下回
り、特に被扶養者の受診率・参加率を上げることが課題である。

 事業主とのコラボヘルスが重要と考える。データヘルス計画・事業所の特徴を共有し、
保健事業への理解を深める。また、被扶養者の特定健診受診率・特定保健指導参加率向
上のためには、事業主・被保険者と連携した受診・参加勧奨の強化が必要と考える。

2 女性の被保険者が多いため、婦人科疾患の一人当たり医療費が上位にある。  女性が不安なく働ける環境を整えるために、事業主とのコラボへルスによる教育や情報
提供、体制の整備が必要である。

キ，ケ

キ

ア，イ，ウ，
エ，オ，カ，
キ，ク，ケ，
コ，サ，シ，
ス，セ，ソ，
タ

41



STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　事業主との保健事業の連携
　予算措置なし 　スコアリングレポートの共有
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　ホームページの運営
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品利用促進
　保健指導宣伝 　重複頻回受診対策
　保健指導宣伝 　データヘルス計画分析
　予算措置なし 　事業主広報誌への寄稿
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　健康優良者表彰
　保健指導宣伝 　育児支援
　疾病予防 　基本健康診断（被保険者）
　疾病予防 　二次検査受診結果提出奨励（生活習慣病などの重症化予防）
　疾病予防 　基本健康診断（被扶養者）
　疾病予防 　基本健診結果提出奨励
　疾病予防 　がん検診
　疾病予防 　歯科検診
　疾病予防 　保健指導（若年層　４０歳未満）
　疾病予防 　保健指導　若年層向け情報提供（冊子配布）
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　疾病予防 　Ｂ型肝炎ワクチン接種補助
　疾病予防 　新型コロナウィルスワクチン接種費用補助
　疾病予防 　禁煙外来補助
　疾病予防 　健康介護電話相談
　疾病予防 　常備薬あっせん・補助
　疾病予防 　重症化予防対策
　疾病予防 　前期高齢者健康増進対策
　疾病予防 　女性の健康課題に関する対策
　疾病予防 　インボディ測定会
　体育奨励 　ウォーキングイベント
　体育奨励 　スポーツクラブ　法人契約
　体育奨励 　東京ディズニーリゾートコーポレートプログラム
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
特定健診受診率・特定保健指導の実施率では、被保険者は受診率では単一健保目標値に達しているが、その他は未達である。特に被扶養者は未受診者が多いことから、突然の重症化疾患
の発生も懸念される。組合員の健康を守り、医療費適正化のためにも、この受診率・実施率を上げる

事業全体の目標事業全体の目標
特定健診実施率：90％
特定保健指導実施率：60％
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職場環境の整備職場環境の整備
12 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

1 既
存

事業主との保
健事業の連携 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 ３ ス

職場環境の整備と、効果
的・効率的な保健事業の
推進を目的とした健康管
理事業推進委員会を設置
し、①保健事業の効果的
かつ効率的な施策の検討
、②健康課題解決に向け
た、定期的な情報共有・
意見交換等を行う。

ア,イ,シ

母体の安全衛生委員会の
中で健康管理事業推進委
員会を開催し、事業内容
を共有。
出席者は、産業医、人事
部、看護師、薬剤師など
。

保健事業の効果的かつ効
率的な施策の検討。
健康課題解決に向けた、
定期的な情報共有・意見
交換。

保健事業の効果的かつ効
率的な施策の検討。
健康課題解決に向けた、
定期的な情報共有・意見
交換。

保健事業の効果的かつ効
率的な施策の検討。
健康課題解決に向けた、
定期的な情報共有・意見
交換。

保健事業の効果的かつ効
率的な施策の検討。
健康課題解決に向けた、
定期的な情報共有・意見
交換。

保健事業の効果的かつ効
率的な施策の検討。
健康課題解決に向けた、
定期的な情報共有・意見
交換。

保健事業の効果的かつ効
率的な施策の検討。
健康課題解決に向けた、
定期的な情報共有・意見
交換。

保健事業の効果的かつ効率的な施策の検討
・実施

特定健診定健診受診率は、全体で
は単一健保目標より低い。被保険
者は90％以上であるが、被扶養者
の受診率は低い。早期に健康リス
クを把握し、生活習慣病とその重
症化リスクを予防するために、受
診率を上げることが必要である
特定保健指導の実施率は、単一健
保目標に達していない。被扶養者
は健診実施率が低いため対象者が
いない。生活習慣病予防・重症化
予防のために実施者を増やすこと
が必要である。
・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。
疾病大分類一人当たり医療費では
「歯科疾患」が上位にある。なか
でも「歯肉炎・歯周疾患」は他健
保平均より高い。歯科関連疾患の
予防や生活習慣病予防のためにも
対策が必要である（ただし、歯科
医療費は、口腔ケアのために定期
的に受診している組合員が多い場
合高くなることもある）。
疾病大分類一人当たり医療費では
「新生物」が上位にある。
他健保平均よりは低いが、男性は
大腸がん、女性は乳がんの医療費
が最も高い。
組合員には女性が多く婦人科系疾
患一人当たり医療費が上位にある
。被保険者は、「他の妊娠，分娩
・産じょく」「乳房・女性性器疾
患」が高い。
他の年代に比べて前期高齢者の医
療費が高い。雇用延長が進む中、
今後さらなる高騰が懸念される。
この年代になる前に、しっかり健
康管理を行うこと、また前期高齢
者に特化した健康管理の教育を行
うことが必要である。
喫煙率は、年々減少し国実施目標
より低い
疾病大分類一人当たり医療費では
「呼吸器系疾患」が上位にある。
経年的に増加しているが他健保平
均よりは低い。血管運動性鼻炎・
アレルギー性鼻炎の一人当たり医
療費が最も多いが、コロナ禍で流
行が抑えられていたインフルエン
ザの流行が今後懸念される。年代
別にみると、10歳未満の医療費が
高い。

事業主との定期的な情報交換(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4
回)健康管理事業推進委員会は年１〜２回

情報共有を目的としているため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

0 0 0 0 0 0

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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予
算
措
置
な
し

1 既
存

スコアリング
レポートの共
有

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

厚労省等が提供する「健
康スコアリングレポート
」を情報提供する。

ア
厚労省等が提供する「健
康スコアリングレポート
」を情報提供する。

①厚労省等が提供する「
健康スコアリングレポー
ト」を情報提供する。
②外部委託業者の事業所
レポートを共有する。

厚労省等が提供する「健
康スコアリングレポート
」を情報提供する。

厚労省等が提供する「健
康スコアリングレポート
」を情報提供する。

厚労省等が提供する「健
康スコアリングレポート
」を情報提供する。

厚労省等が提供する「健
康スコアリングレポート
」を情報提供する。

厚労省等が提供する「健
康スコアリングレポート
」を情報提供する。

事業所との健康課題共有

特定健診定健診受診率は、全体で
は単一健保目標より低い。被保険
者は90％以上であるが、被扶養者
の受診率は低い。早期に健康リス
クを把握し、生活習慣病とその重
症化リスクを予防するために、受
診率を上げることが必要である
特定保健指導の実施率は、単一健
保目標に達していない。被扶養者
は健診実施率が低いため対象者が
いない。生活習慣病予防・重症化
予防のために実施者を増やすこと
が必要である。
・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。
他の年代に比べて前期高齢者の医
療費が高い。雇用延長が進む中、
今後さらなる高騰が懸念される。
この年代になる前に、しっかり健
康管理を行うこと、また前期高齢
者に特化した健康管理の教育を行
うことが必要である。
喫煙率は、年々減少し国実施目標
より低い
組合員には女性が多く婦人科系疾
患一人当たり医療費が上位にある
。被保険者は、「他の妊娠，分娩
・産じょく」「乳房・女性性器疾
患」が高い。

事業主との情報交換(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)年度
末に共有

情報共有を目的としているため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
2,000 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2 既
存

ホームページ
の運営 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

ホームページを運営し、
情報発信を行う。
加入者がいつでもどこで
もアクセスできるように
する。

シ
委託業者と連携し、ＷＥ
Ｂサイトを運営・管理す
る。

令和６年度からリニュー
アル。
ホームページを運営し、
情報発信を行う。加入者
がいつでもどこでもアク
セスできるようにする。
委託業者と連携し、ＷＥ
Ｂサイトを運営・管理す
る。

ホームページを運営し、
情報発信を行う。加入者
がいつでもどこでもアク
セスできるようにする。
委託業者と連携し、ＷＥ
Ｂサイトを運営・管理す
る。

ホームページを運営し、
情報発信を行う。加入者
がいつでもどこでもアク
セスできるようにする。
委託業者と連携し、ＷＥ
Ｂサイトを運営・管理す
る。

ホームページを運営し、
情報発信を行う。加入者
がいつでもどこでもアク
セスできるようにする。
委託業者と連携し、ＷＥ
Ｂサイトを運営・管理す
る。

ホームページを運営し、
情報発信を行う。加入者
がいつでもどこでもアク
セスできるようにする。
委託業者と連携し、ＷＥ
Ｂサイトを運営・管理す
る。

ホームページを運営し、
情報発信を行う。加入者
がいつでもどこでもアク
セスできるようにする。
委託業者と連携し、ＷＥ
Ｂサイトを運営・管理す
る。

健康保険制度や組合の状況の周知。保健事
業・健康管理に関する情報発信を実施。

健康意識の醸成
・健診受診、がん検診受診率の向
上を目指し、疾病の早期発見・早
期治療につなげる。
・生活習慣病やその他疾病に関す
る知識を増やし、疾病予防につな
げる。
・医療費についての理解を促す。
・心身の不調を予防し健康増進を
図る。

保健事業や健康情報等の発信・更新(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　
令和11年度：12回)毎月実施

情報共有を目的としているため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

100 - - - - -

7 既
存

ジェネリック
医薬品利用促
進

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ キ,ク

ジェネリック医薬品の利
用促進（シール・リーフ
レット配布）
一定額以上の差額が見込
まれる対象者に差額通知
を発送、通知前後で効果
検証を行う。

コ

①リーフレット等を保険
証と封入し、事業主から
対象者へ配布。
②RACシステムで差額通知
を健保にて作成し、対象
者の自宅へ送付する。効
果検証もシステムで行う
。

①ジェネリック医薬品の
利用促進（シール・リー
フレット配布）
②一定額以上の差額が見
込まれる対象者を抽出し
、差額通知を発送。通知
前後で効果検証を行う。

①ジェネリック医薬品の
利用促進（シール・リー
フレット配布）
②一定額以上の差額が見
込まれる対象者を抽出し
、差額通知を発送。通知
前後で効果検証を行う。

①ジェネリック医薬品の
利用促進（シール・リー
フレット配布）
②一定額以上の差額が見
込まれる対象者を抽出し
、差額通知を発送。通知
前後で効果検証を行う。

①ジェネリック医薬品の
利用促進（シール・リー
フレット配布）
②一定額以上の差額が見
込まれる対象者を抽出し
、差額通知を発送。通知
前後で効果検証を行う。

①ジェネリック医薬品の
利用促進（シール・リー
フレット配布）
②一定額以上の差額が見
込まれる対象者を抽出し
、差額通知を発送。通知
前後で効果検証を行う。

①ジェネリック医薬品の
利用促進（シール・リー
フレット配布）
②一定額以上の差額が見
込まれる対象者を抽出し
、差額通知を発送。通知
前後で効果検証を行う。

医療費適正化を図るために、差額通知を発
送し、後発医薬品の使用率UPを狙い、国目
標値に近づける

ジェネリック医薬品の使用率は、
経年で増加しているが国実施目標
には達していない。

差額通知実施回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)　 後発医薬品使用率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：73.4％　令和7年度：73.6％　令和8年度：73.8％　令和9年度：74.0％　令和10年度：74.2％　令和11年度：74.4％)-
- ジュネリック切替率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：54.0％　令和7年度：54.2％　令和8年度：54.6％　令和9年度：54.8％　令和10年度：55.0％　令和11年度：55.0％)対象者171名、改善92名（R４年度）

100 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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4,5 既
存

重複頻回受診
対策 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ キ,ク

一定条件で重複受診者・
頻回受診者を抽出し、必
要な受診の有無を確認す
る。基準該当者に適正受
診について通知を発送し
、通知前後で効果検証を
行う。受診についてのア
ンケートも実施し、対象
者の認識について集計も
行う。

コ

RACシステムで通知を健
保で作成し、対象者へ送
付する。効果検証もシス
テムで実施する。
（重複受診者には重複投
与も含んで通知を実施し
ており、本事業により重
複投与の改善もみられる
）

一定条件で重複受診者・
頻回受診者を抽出し、必
要な受診の有無を確認す
る。基準該当者に適正受
診について通知を発送し
、通知前後で効果検証を
行う。受診についてのア
ンケートも実施し、対象
者の認識について集計も
行う。

一定条件で重複受診者・
頻回受診者を抽出し、必
要な受診の有無を確認す
る。基準該当者に適正受
診について通知を発送し
、通知前後で効果検証を
行う。受診についてのア
ンケートも実施し、対象
者の認識について集計も
行う。

一定条件で重複受診者・
頻回受診者を抽出し、必
要な受診の有無を確認す
る。基準該当者に適正受
診について通知を発送し
、通知前後で効果検証を
行う。受診についてのア
ンケートも実施し、対象
者の認識について集計も
行う。

一定条件で重複受診者・
頻回受診者を抽出し、必
要な受診の有無を確認す
る。基準該当者に適正受
診について通知を発送し
、通知前後で効果検証を
行う。受診についてのア
ンケートも実施し、対象
者の認識について集計も
行う。

一定条件で重複受診者・
頻回受診者を抽出し、必
要な受診の有無を確認す
る。基準該当者に適正受
診について通知を発送し
、通知前後で効果検証を
行う。受診についてのア
ンケートも実施し、対象
者の認識について集計も
行う。

一定条件で重複受診者・
頻回受診者を抽出し、必
要な受診の有無を確認す
る。基準該当者に適正受
診について通知を発送し
、通知前後で効果検証を
行う。受診についてのア
ンケートも実施し、対象
者の認識について集計も
行う。

医療費適正化を図るために、正しい医療機
関等へのかかり方の啓発と、過度な受診・
服薬による健康障害を防止。

重複・多剤投薬者がみられる。不
要な薬剤処方による医療費の軽減
や、重複・多剤による健康状態の
悪化を防ぐため、状況の把握を行
うことが必要である。

通知実施回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 重複頻回受診者(【実績値】41人　【目標値】令和6年度：16人　令和7年度：16人　令和8年度：16人　令和9年度：15人　令和10年度：15人　令和11年度：15人)-

- 改善率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：69％　令和7年度：69％　令和8年度：69％　令和9年度：70％　令和10年度：70％　令和11年度：70％)重複頻回受診者の改善率
対象者16名、改善11名(R４年度）

2,500 - - - - -

8 既
存

データヘルス
計画分析 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス 第3期保健事業計画のため

の分析 シ
健診・レセプトデータの
分析を外部に委託し、分
析結果から自組合の状況
を把握、PDCAサイクルを
実施する。

計画に基づき保健事業を
実施し、効果検証を行う
。

計画に基づき保健事業を
実施し、効果検証を行う
。

計画に基づき保健事業を
実施し、効果検証を行う
。

計画に基づき保健事業を
実施し、効果検証を行う
。

計画に基づき保健事業を
実施し、効果検証を行う
。

計画に基づき保健事業を
実施し、効果検証を行う
。

健康診断・特定保健指導・レセプト分析に
より、健康課題を捉え、効果的な保健事業
の推進を図る。

該当なし

事業の効果検証回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- データ分析のため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

0 0 0 0 0 0

予
算
措
置
な
し

8 既
存

事業主広報誌
への寄稿 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ ス

事業主の広報誌に、健保
からのお知らせを掲載し
、健保情報の発信をする

ア
事業主の人事部・広報課
と連携し、健保で原稿を
作成し寄稿する

事業主の広報誌に、健保
からのお知らせを掲載す
る。事業主の人事部・広
報課と連携し、原稿を作
成し寄稿する。

事業主の広報誌に、健保
からのお知らせを掲載す
る。事業主の人事部・広
報課と連携し、原稿を作
成し寄稿する。

事業主の広報誌に、健保
からのお知らせを掲載す
る。事業主の人事部・広
報課と連携し、原稿を作
成し寄稿する。

事業主の広報誌に、健保
からのお知らせを掲載す
る。事業主の人事部・広
報課と連携し、原稿を作
成し寄稿する。

事業主の広報誌に、健保
からのお知らせを掲載す
る。事業主の人事部・広
報課と連携し、原稿を作
成し寄稿する。

事業主の広報誌に、健保
からのお知らせを掲載す
る。事業主の人事部・広
報課と連携し、原稿を作
成し寄稿する。

事業主の広報誌「がん研報」に年３回寄稿
することで、健康保険組合の組合運営情報
の発信し、加入者に周知する

健康意識の醸成
・健診受診、がん検診受診率の向
上を目指し、疾病の早期発見・早
期治療につなげる。
・生活習慣病やその他疾病に関す
る知識を増やし、疾病予防につな
げる。
・医療費についての理解を促す。
・心身の不調を予防し健康増進を
図る。

発刊回数(【実績値】3回　【目標値】令和6年度：3回　令和7年度：3回　令和8年度：3回　令和9年度：3回　令和10年度：3回　令和11年度：3回)年３回発刊 情報共有を目的としているため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業個別の事業
0 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ３ キ,ク,ケ,サ

事業主と共同で巡回健診
を開催。特定健診の項目
を実施。巡回健診未受診
者は、後日委託先の指定
機関か、自身の選択した
医療機関で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には、受診勧奨を行う。

ア,カ,コ 事業主・委託業者と連携
して、特定健診を実施。

事業主と共同で巡回健診
を開催。特定健診の項目
を実施。巡回健診未受診
者は、後日委託先の指定
機関か、自身の選択した
医療機関で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には、受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。特定健診の項目
を実施。巡回健診未受診
者は、後日委託先の指定
機関か、自身の選択した
医療機関で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には、受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。特定健診の項目
を実施。巡回健診未受診
者は、後日委託先の指定
機関か、自身の選択した
医療機関で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には、受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。特定健診の項目
を実施。巡回健診未受診
者は、後日委託先の指定
機関か、自身の選択した
医療機関で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には、受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。特定健診の項目
を実施。巡回健診未受診
者は、後日委託先の指定
機関か、自身の選択した
医療機関で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には、受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。特定健診の項目
を実施。巡回健診未受診
者は、後日委託先の指定
機関か、自身の選択した
医療機関で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には、受診勧奨を行う。

年１回健診を受診することで、健康状態を
把握し、生活習慣病の早期発見・早期治療
を促す。

特定健診定健診受診率は、全体で
は単一健保目標より低い。被保険
者は90％以上であるが、被扶養者
の受診率は低い。早期に健康リス
クを把握し、生活習慣病とその重
症化リスクを予防するために、受
診率を上げることが必要である

被保険者特定健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：88.0％　令和7年度：89.0％　令和8年度：90.0％　令和9年度：91.0％　令和10年度：92.0％　令和1
1年度：93.0％)対象者1181名、受診者1030名(R4年度）

被保険者内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：9.4％　令和7年度：9.3％　令和8年度：9.2％　令和9年度：9.1％　令和10年度：9.0％　令和11年度：9.0％)評価対象1008名、該当者95
名(R4年度）

256 - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ キ,ク,ケ

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて特
定健診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

ア,カ,コ
被扶養者・任意継続者が
希望する医療機関にて特
定健診を実施。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて特
定健診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて特
定健診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて特
定健診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて特
定健診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて特
定健診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて特
定健診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者の健診受診率の向上。年１回健診
を受診することで、健康状態を把握し、生
活習慣病の早期発見・早期治療を促す。

特定健診定健診受診率は、全体で
は単一健保目標より低い。被保険
者は90％以上であるが、被扶養者
の受診率は低い。早期に健康リス
クを把握し、生活習慣病とその重
症化リスクを予防するために、受
診率を上げることが必要である

被扶養者の特定健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：15.0％　令和7年度：16.0％　令和8年度：17.0％　令和9年度：18.0％　令和10年度：19.0％　令
和11年度：20.0％)対象者149名、受診者23名（R4年度） 被扶養者内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1％　令和7年度：1％　令和8年度：1％　令和9年度：1％　令和10年度：1％　令和11年度：1％)評価対象23名、メタボ該当0名

6,566 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
３

ア,イ,エ,オ
,キ,ク,ケ,
サ

定期健康診断の結果から
階層化して対象者を抽出
。委託業者と連携して特
定保健指導を実施。委託
業者・事業主と共同で受
診勧奨を行う。
利用促進と改善効果を目
的として、最終完了した
者、一定の効果が出た者
にインセンティブを支給
する。
また、健診受診者全員に
、自身の健診結果と結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。

ア,ウ,ク,コ

委託業者・事業主と連携
して特定保健指導を実施
。
委託業者と連携し情報提
供冊子を作成し、健診受
診者に配布する。

定期健康診断の結果から
階層化して対象者を抽出
。委託業者と連携して特
定保健指導を実施。委託
業者・事業主と共同で受
診勧奨を行う。
利用促進と改善効果を目
的として、最終完了した
者、一定の効果が出た者
にインセンティブを支給
する。
また、健診受診者全員に
、自身の健診結果と結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。

定期健康診断の結果から
階層化して対象者を抽出
。委託業者と連携して特
定保健指導を実施。委託
業者・事業主と共同で受
診勧奨を行う。
利用促進と改善効果を目
的として、最終完了した
者、一定の効果が出た者
にインセンティブを支給
する。
また、健診受診者全員に
、自身の健診結果と結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。

定期健康診断の結果から
階層化して対象者を抽出
。委託業者と連携して特
定保健指導を実施。委託
業者・事業主と共同で受
診勧奨を行う。
利用促進と改善効果を目
的として、最終完了した
者、一定の効果が出た者
にインセンティブを支給
する。
また、健診受診者全員に
、自身の健診結果と結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。

定期健康診断の結果から
階層化して対象者を抽出
。委託業者と連携して特
定保健指導を実施。委託
業者・事業主と共同で受
診勧奨を行う。
利用促進と改善効果を目
的として、最終完了した
者、一定の効果が出た者
にインセンティブを支給
する。
また、健診受診者全員に
、自身の健診結果と結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。

定期健康診断の結果から
階層化して対象者を抽出
。委託業者と連携して特
定保健指導を実施。委託
業者・事業主と共同で受
診勧奨を行う。
利用促進と改善効果を目
的として、最終完了した
者、一定の効果が出た者
にインセンティブを支給
する。
また、健診受診者全員に
、自身の健診結果と結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。

定期健康診断の結果から
階層化して対象者を抽出
。委託業者と連携して特
定保健指導を実施。委託
業者・事業主と共同で受
診勧奨を行う。
利用促進と改善効果を目
的として、最終完了した
者、一定の効果が出た者
にインセンティブを支給
する。
また、健診受診者全員に
、自身の健診結果と結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。

特定保健指導実施率の向上。生活習慣病の
発症・重症化を予防。特定保健指導対象者
の減少。

特定保健指導の実施率は、単一健
保目標に達していない。被扶養者
は健診実施率が低いため対象者が
いない。生活習慣病予防・重症化
予防のために実施者を増やすこと
が必要である。

特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：55.0％　令和7年度：56.0％　令和8年度：57.0％　令和9年度：58.0％　令和10年度：59.0％　令和11年
度：60.0％)対象者136名　終了者74名（R4年度）

特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：13.0％　令和7年度：13.0％　令和8年度：13.00％　令和9年度：12.0％　令和10年度：12.0％　令和11年度：12.0％)評価対象1031名　特保対象者
136名（R4年度）

- 特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：25.0％　令和7年度：25.1％　令和8年度：25.2％　令和9年度：25.3％　令和10年度：25.4％　令和11年度：24.5％)昨年度
の特保利用者数47名、対象でなくなった者12名

544 - - - - -

保
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8 既
存

健康優良者表
彰 全て 男女

20
〜
74

被保険
者,基準
該当者

１ ア,イ,ウ,ク

１年間の医療機関の受診
の有無、定期健康診断の
受診結果を確認。１年間
未受診・健康診断の結果
異常がなかった者を表彰
しインセンティブを支給
する。

シ
１年間の給付が確定して
から、健保にて対象者を
抽出する。

１年間の医療機関の受診
の有無、定期健康診断の
受診結果を確認。１年間
未受診・健康診断の結果
異常がなかった者を表彰
する。

１年間の医療機関の受診
の有無、定期健康診断の
受診結果を確認。１年間
未受診・健康診断の結果
異常がなかった者を表彰
する。

１年間の医療機関の受診
の有無、定期健康診断の
受診結果を確認。１年間
未受診・健康診断の結果
異常がなかった者を表彰
する。

１年間の医療機関の受診
の有無、定期健康診断の
受診結果を確認。１年間
未受診・健康診断の結果
異常がなかった者を表彰
する。

１年間の医療機関の受診
の有無、定期健康診断の
受診結果を確認。１年間
未受診・健康診断の結果
異常がなかった者を表彰
する。

１年間の医療機関の受診
の有無、定期健康診断の
受診結果を確認。１年間
未受診・健康診断の結果
異常がなかった者を表彰
する。

１年間、自身の健康維持と、健保の医療費
抑制に貢献した者を表彰する。

健康意識の醸成
・健診受診、がん検診受診率の向
上を目指し、疾病の早期発見・早
期治療につなげる。
・生活習慣病やその他疾病に関す
る知識を増やし、疾病予防につな
げる。
・医療費についての理解を促す。
・心身の不調を予防し健康増進を
図る。

健康優良者(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50人　令和7年度：50人　令和8年度：50人　令和9年度：50人　令和10年度：50人　令和11年度：50人)令和４年
度は46名

罹患率は、様々な要因が影響することからアウトカムとしない
(アウトカムは設定されていません)

636 - - - - -

5 既
存 育児支援 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ ス

①出産育児一時金を申請
した女性加入者に、１年
間毎月育児書「赤ちゃん
と！」を自宅へ送付する
。
②子供が生まれた男性被
保険者には、パパ向け冊
子を配布する。

ク,コ
①委託業者から対象者の
自宅に送付する。
②事業主から配布する。

①出産育児一時金を申請
した女性加入者に、１年
間毎月育児書「赤ちゃん
と！」を、委託業者から
対象者の自宅へ送付する
。
②子供が生まれた男性被
保険者には、パパ向け冊
子を事業主から配布する
。

①出産育児一時金を申請
した女性加入者に、１年
間毎月育児書「赤ちゃん
と！」を、委託業者から
対象者の自宅へ送付する
。
②子供が生まれた男性被
保険者には、パパ向け冊
子を事業主から配布する
。

①出産育児一時金を申請
した女性加入者に、１年
間毎月育児書「赤ちゃん
と！」を、委託業者から
対象者の自宅へ送付する
。
②子供が生まれた男性被
保険者には、パパ向け冊
子を事業主から配布する
。

①出産育児一時金を申請
した女性加入者に、１年
間毎月育児書「赤ちゃん
と！」を、委託業者から
対象者の自宅へ送付する
。
②子供が生まれた男性被
保険者には、パパ向け冊
子を事業主から配布する
。

①出産育児一時金を申請
した女性加入者に、１年
間毎月育児書「赤ちゃん
と！」を、委託業者から
対象者の自宅へ送付する
。
②子供が生まれた男性被
保険者には、パパ向け冊
子を事業主から配布する
。

①出産育児一時金を申請
した女性加入者に、１年
間毎月育児書「赤ちゃん
と！」を、委託業者から
対象者の自宅へ送付する
。
②子供が生まれた男性被
保険者には、パパ向け冊
子を事業主から配布する
。

対象者に育児冊子の配付を行い、育児支援
を行う

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

出産育児一時金申請者への配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：10
0％　令和11年度：100％)出産育児一時金申請者の管理

適切に効果測定する指標がないため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

パパ向け冊子の配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和1
1年度：100％)- -

12,402 - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存

基本健康診断
（被保険者） 全て 男女

18
〜
39

被保険
者 ３ キ,ク,ケ,サ

事業主と共同で巡回健診
を開催。受診項目は特定
健診同等の内容で実施。
巡回健診未受診者は、後
日委託先の指定機関か、
自身の選択した医療機関
で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には受診勧奨を行う。

ア,カ,コ 事業主・委託業者と連携
して、巡回健診を実施。

事業主と共同で巡回健診
を開催。受診項目は特定
健診同等の内容で実施。
巡回健診未受診者は、後
日委託先の指定機関か、
自身の選択した医療機関
で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。受診項目は特定
健診同等の内容で実施。
巡回健診未受診者は、後
日委託先の指定機関か、
自身の選択した医療機関
で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。受診項目は特定
健診同等の内容で実施。
巡回健診未受診者は、後
日委託先の指定機関か、
自身の選択した医療機関
で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。受診項目は特定
健診同等の内容で実施。
巡回健診未受診者は、後
日委託先の指定機関か、
自身の選択した医療機関
で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。受診項目は特定
健診同等の内容で実施。
巡回健診未受診者は、後
日委託先の指定機関か、
自身の選択した医療機関
で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には受診勧奨を行う。

事業主と共同で巡回健診
を開催。受診項目は特定
健診同等の内容で実施。
巡回健診未受診者は、後
日委託先の指定機関か、
自身の選択した医療機関
で実施。
法定健診費用は事業主、
法定健診以外の費用を健
保が負担する。未受診者
には受診勧奨を行う。

すべての年齢に特定健診同等内容で健診を
行うことで、若年層のうちから手厚い内容
で健診を実施。
年１回健康状態を把握し、疾病の早期発見
・早期治療を促す。

・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。

被保険者の健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：96.0％　令和7年度：97.0％　令和8年度：98.0％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年
度：100％)在籍2100名、受診者2028名（R4年度） 特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：13.00％　令和7年度：13.00％　令和8年度：13.00％　令和9年度：12.00％　令和10年度：12.00％　令和11年度：12.00％)-

680 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

46



4 既
存

二次検査受診
結果提出奨励
（生活習慣病
などの重症化
予防）

全て 男女
20
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ ア,イ,ウ,キ
,ク,ケ

定期健康診断の結果から
、要再検査・要受診者に
は当事業を周知し２次検
査受診促進を行う。
２次検査を受診したのち
、その結果を報告した被
保険者に対しインセンテ
ィブを支給する。
２次検診未受診者には、
受診勧奨を実施する。

ア,イ,コ
受診者が事業主経由で申
請。事業主で結果を確認
したうえで健保に提出。
その後インセンティブを
健保から支給する。

定期健康診断の結果から
、要再検査・要受診者に
は当事業を周知し２次検
査受診促進を行う。
２次検査を受診したのち
、その結果を報告した被
保険者に対し、疾病の早
期発見・治療により将来
の健保医療費抑制と、事
業主の安全配慮義務に貢
献するものとしてインセ
ンティブを支給する。
２次検診未受診者には、
受診勧奨を実施する。

定期健康診断の結果から
、要再検査・要受診者に
は当事業を周知し２次検
査受診促進を行う。
２次検査を受診したのち
、その結果を報告した被
保険者に対し、疾病の早
期発見・治療により将来
の健保医療費抑制と、事
業主の安全配慮義務に貢
献するものとしてインセ
ンティブを支給する。
２次検診未受診者には、
受診勧奨を実施する。

定期健康診断の結果から
、要再検査・要受診者に
は当事業を周知し２次検
査受診促進を行う。
２次検査を受診したのち
、その結果を報告した被
保険者に対し、疾病の早
期発見・治療により将来
の健保医療費抑制と、事
業主の安全配慮義務に貢
献するものとしてインセ
ンティブを支給する。
２次検診未受診者には、
受診勧奨を実施する。

定期健康診断の結果から
、要再検査・要受診者に
は当事業を周知し２次検
査受診促進を行う。
２次検査を受診したのち
、その結果を報告した被
保険者に対し、疾病の早
期発見・治療により将来
の健保医療費抑制と、事
業主の安全配慮義務に貢
献するものとしてインセ
ンティブを支給する。
２次検診未受診者には、
受診勧奨を実施する。

定期健康診断の結果から
、要再検査・要受診者に
は当事業を周知し２次検
査受診促進を行う。
２次検査を受診したのち
、その結果を報告した被
保険者に対し、疾病の早
期発見・治療により将来
の健保医療費抑制と、事
業主の安全配慮義務に貢
献するものとしてインセ
ンティブを支給する。
２次検診未受診者には、
受診勧奨を実施する。

定期健康診断の結果から
、要再検査・要受診者に
は当事業を周知し２次検
査受診促進を行う。
２次検査を受診したのち
、その結果を報告した被
保険者に対し、疾病の早
期発見・治療により将来
の健保医療費抑制と、事
業主の安全配慮義務に貢
献するものとしてインセ
ンティブを支給する。
２次検診未受診者には、
受診勧奨を実施する。

疾病の早期発見・早期治療のために、要再
検査・要受診者が２次検査を受診すること
で、将来の健保医療費を抑制や、事業主の
安全配慮義務に寄与する。

・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。

提出促進回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)-
２次検診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：31.0％　令和7年度：32.0％　令和8年度：33.0％　令和9年度：34.0％　令和10年度：35.0％　令和11年度：36.0％)産業医受診勧奨334名、報告101名（R4年
度）
（クオカード申請者は51名）

1,151 - - - - -

3 既
存

基本健康診断
（被扶養者） 全て 男女

18
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

３ キ,ク,ケ

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて健
診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

ア,カ,コ
被扶養者・任意継続者が
希望する医療機関にて健
診を実施。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて健
診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて健
診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて健
診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて健
診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて健
診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者・任継継続者の
希望する医療機関にて健
診を実施。
受診者が一旦全額支払い
し、その後健保へ補助金
の請求とともに結果を提
出する。健保は受診費用
の補助を行う。
年度初めに受診費用補助
の案内を行い、その後未
受診者に定期的に受診勧
奨をする。

被扶養者の健診受診率の向上。年１回健診
を受診することで、健康状態を把握し、生
活習慣病の早期発見・早期治療を促す。

・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。

被扶養者の健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：14.0％　令和7年度：15.0％　令和8年度：16.0％　令和9年度：17.0％　令和10年度：18.0％　令和11
年度：19.0％)18歳以上在籍356名、受診者49名（R4年度） 特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：13.00％　令和7年度：13.00％　令和8年度：13.00％　令和9年度：12.00％　令和10年度：12.00％　令和11年度：12.00％)-

88 - - - - -

3 既
存

基本健診結果
提出奨励 全て 男女

18
〜
74

被扶養
者 １ ア,ケ

被扶養者の健診受診勧奨
を行う。
健診受診率向上のため、
健診結果提出者・健診費
用の補助金申請者に対し
インセンティブを支給す
る。

コ
受診者が健診結果を健保
に提出。提出者にインセ
ンティブを支給する。

被扶養者の健診受診勧奨
を行う。
健診受診率向上のため、
健診結果提出者・健診費
用の補助金申請者に対し
インセンティブを支給す
る。

被扶養者の健診受診勧奨
を行う。
健診受診率向上のため、
健診結果提出者・健診費
用の補助金申請者に対し
インセンティブを支給す
る。

被扶養者の健診受診勧奨
を行う。
健診受診率向上のため、
健診結果提出者・健診費
用の補助金申請者に対し
インセンティブを支給す
る。

被扶養者の健診受診勧奨
を行う。
健診受診率向上のため、
健診結果提出者・健診費
用の補助金申請者に対し
インセンティブを支給す
る。

被扶養者の健診受診勧奨
を行う。
健診受診率向上のため、
健診結果提出者・健診費
用の補助金申請者に対し
インセンティブを支給す
る。

被扶養者の健診受診勧奨
を行う。
健診受診率向上のため、
健診結果提出者・健診費
用の補助金申請者に対し
インセンティブを支給す
る。

被扶養者の定期健康診断受診率の向上・特
定保健指導の実施につなげるため、インセ
ンティブ支給することで受診を促す

特定健診定健診受診率は、全体で
は単一健保目標より低い。被保険
者は90％以上であるが、被扶養者
の受診率は低い。早期に健康リス
クを把握し、生活習慣病とその重
症化リスクを予防するために、受
診率を上げることが必要である

被扶養者の健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：7.5％　令和7年度：8.0％　令和8年度：8.5％　令和9年度：9.0％　令和10年度：9.5％　令和11年度：
10.0％)被扶養者の特定健診も含む
対象は被扶養者のみ　R4:実績　検診対象者３５６名　クオカード申請25名

補助については任意提出のため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

16,074 - - - - -

3 既
存 がん検診 全て 男女

20
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
３ ウ,ケ,サ

事業主と共同で、がん検
診（肺がん、大腸がん、
胃がん、乳がん、子宮頸
がん、前立腺がん）の受
診を促す。
被保険者は巡回健診内で
がん検診を実施する。費
用は委託業者からの請求
に基づき健保が直接業者
へ支払いし結果を受領す
る。
また、加入者が選択した
医療機関で実施した場合
は、受診者が受診費用を
支払いその後健保へ補助
金の請求とともに結果を
提出する。

ア,カ,コ
被保険者は、巡回健診内
で実施。巡回健診未受診
者・被扶養者・任意継続
者は、自身で選択した医
療機関等で実施。

事業主と共同で、がん検
診（肺がん、大腸がん、
胃がん、乳がん、子宮頸
がん、前立腺がん）の受
診を促す。
被保険者は巡回健診内で
がん検診を実施する。費
用は委託業者からの請求
に基づき健保が直接業者
へ支払いし結果を受領す
る。
また、加入者が選択した
医療機関で実施した場合
は、受診者が受診費用を
支払いその後健保へ補助
金の請求とともに結果を
提出する。

事業主と共同で、がん検
診（肺がん、大腸がん、
胃がん、乳がん、子宮頸
がん、前立腺がん）の受
診を促す。
被保険者は巡回健診内で
がん検診を実施する。費
用は委託業者からの請求
に基づき健保が直接業者
へ支払いし結果を受領す
る。
また、加入者が選択した
医療機関で実施した場合
は、受診者が受診費用を
支払いその後健保へ補助
金の請求とともに結果を
提出する。

事業主と共同で、がん検
診（肺がん、大腸がん、
胃がん、乳がん、子宮頸
がん、前立腺がん）の受
診を促す。
被保険者は巡回健診内で
がん検診を実施する。費
用は委託業者からの請求
に基づき健保が直接業者
へ支払いし結果を受領す
る。
また、加入者が選択した
医療機関で実施した場合
は、受診者が受診費用を
支払いその後健保へ補助
金の請求とともに結果を
提出する。

事業主と共同で、がん検
診（肺がん、大腸がん、
胃がん、乳がん、子宮頸
がん、前立腺がん）の受
診を促す。
被保険者は巡回健診内で
がん検診を実施する。費
用は委託業者からの請求
に基づき健保が直接業者
へ支払いし結果を受領す
る。
また、加入者が選択した
医療機関で実施した場合
は、受診者が受診費用を
支払いその後健保へ補助
金の請求とともに結果を
提出する。

事業主と共同で、がん検
診（肺がん、大腸がん、
胃がん、乳がん、子宮頸
がん、前立腺がん）の受
診を促す。
被保険者は巡回健診内で
がん検診を実施する。費
用は委託業者からの請求
に基づき健保が直接業者
へ支払いし結果を受領す
る。
また、加入者が選択した
医療機関で実施した場合
は、受診者が受診費用を
支払いその後健保へ補助
金の請求とともに結果を
提出する。

事業主と共同で、がん検
診（肺がん、大腸がん、
胃がん、乳がん、子宮頸
がん、前立腺がん）の受
診を促す。
被保険者は巡回健診内で
がん検診を実施する。費
用は委託業者からの請求
に基づき健保が直接業者
へ支払いし結果を受領す
る。
また、加入者が選択した
医療機関で実施した場合
は、受診者が受診費用を
支払いその後健保へ補助
金の請求とともに結果を
提出する。

がんの早期発見・早期治療を促すため、対
象年齢に応じたがん検診を実施。受診率を
向上させる。

疾病大分類一人当たり医療費では
「新生物」が上位にある。
他健保平均よりは低いが、男性は
大腸がん、女性は乳がんの医療費
が最も高い。
組合員には女性が多く婦人科系疾
患一人当たり医療費が上位にある
。被保険者は、「他の妊娠，分娩
・産じょく」「乳房・女性性器疾
患」が高い。
健康意識の醸成
・健診受診、がん検診受診率の向
上を目指し、疾病の早期発見・早
期治療につなげる。
・生活習慣病やその他疾病に関す
る知識を増やし、疾病予防につな
げる。
・医療費についての理解を促す。
・心身の不調を予防し健康増進を
図る。

胃がん検診受診者(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1,540人　令和7年度：1,540人　令和8年度：1,540人　令和9年度：1,540人　令和10年度：1,540人　令和1
1年度：1,540人)25歳以上　ABC・胃カメラなど（R4年度）本人1518、家族18

がん治療のアウトカムは、保険者の取り組み関与が難しいため
(アウトカムは設定されていません)

子宮頸がん検診受診者(【実績値】-　【目標値】令和6年度：360人　令和7年度：360人　令和8年度：360人　令和9年度：360人　令和10年度：360人　令和11年
度：360人)20歳以上（R4年度）　本人345、家族15 -

乳がん検診受診者(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1,200人　令和7年度：1,200人　令和8年度：1,200人　令和9年度：1,200人　令和10年度：1,200人　令和1
1年度：1,200人)25歳以上　マンモグラフィーまたは超音波検査（R4年度）　本人1156、家族20 -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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前立腺がん検診受診者(【実績値】-　【目標値】令和6年度：330人　令和7年度：330人　令和8年度：330人　令和9年度：330人　令和10年度：330人　令和11年
度：330人)50歳以上　PSA（R4年度）本人325、家族2 -

大腸がん検診受診者(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2,100人　令和7年度：2,100人　令和8年度：2,100人　令和9年度：2,100人　令和10年度：2,100人　令和
11年度：2,100人)定期健康診断の項目に含む（便潜血）（R4年度）本人2029、家族384 -

肺がん検診受診者(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2,100人　令和7年度：2,100人　令和8年度：2,100人　令和9年度：2,100人　令和10年度：2,100人　令和1
1年度：2,100人)定期健康診断の項目に含む（胸部XP)（R4年度）本人2029、家族38 -

4,406 - - - - -

3 既
存 歯科検診 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 ３ ケ,サ,ス

被保険者は、令和６年度
から歯科巡回検診を実施
。事業主から巡回歯科検
診の案内を行う。
その費用は委託業者から
の請求に基づき健保が直
接業者へ支払いし結果を
受領する。
被保険者で巡回歯科検診
未受診者・被扶養者は、
加入者が選択した歯科医
療機関等で実施。その場
合は、受診者が受診費用
を支払いその後健保へ補
助金の請求とともに結果
を提出する。
特定健診の問診により、
噛めない・噛みずらいと
回答した方や、検診未受
診者に受診勧奨を実施す
る。

ア,カ,コ
委託業者と連携して、巡
回歯科検診を実施。若し
くは外部の歯科医療機関
で実施。

被保険者は、令和６年度
から歯科巡回検診を実施
。事業主から巡回歯科検
診の案内を行う。
その費用は委託業者から
の請求に基づき健保が直
接業者へ支払いし結果を
受領する。
被保険者で巡回歯科検診
未受診者・被扶養者は、
加入者が選択した歯科医
療機関等で実施。その場
合は、受診者が受診費用
を支払いその後健保へ補
助金の請求とともに結果
を提出する。
特定健診の問診により、
噛めない・噛みずらいと
回答した方や、検診未受
診者に受診勧奨を実施す
る。

被保険者は、事業主から
巡回歯科検診の案内を行
う。その費用は委託業者
からの請求に基づき健保
が直接業者へ支払いし結
果を受領する。
被保険者で巡回歯科検診
未受診者・被扶養者は、
加入者が選択した歯科医
療機関等で実施。その場
合は、受診者が受診費用
を支払いその後健保へ補
助金の請求とともに結果
を提出する。
特定健診の問診により、
噛めない・噛みずらいと
回答した方や、検診未受
診者に受診勧奨を実施す
る。

被保険者は、事業主から
巡回歯科検診の案内を行
う。その費用は委託業者
からの請求に基づき健保
が直接業者へ支払いし結
果を受領する。
被保険者で巡回歯科検診
未受診者・被扶養者は、
加入者が選択した歯科医
療機関等で実施。その場
合は、受診者が受診費用
を支払いその後健保へ補
助金の請求とともに結果
を提出する。
特定健診の問診により、
噛めない・噛みずらいと
回答した方や、検診未受
診者に受診勧奨を実施す
る。

被保険者は、事業主から
巡回歯科検診の案内を行
う。その費用は委託業者
からの請求に基づき健保
が直接業者へ支払いし結
果を受領する。
被保険者で巡回歯科検診
未受診者・被扶養者は、
加入者が選択した歯科医
療機関等で実施。その場
合は、受診者が受診費用
を支払いその後健保へ補
助金の請求とともに結果
を提出する。
特定健診の問診により、
噛めない・噛みずらいと
回答した方や、検診未受
診者に受診勧奨を実施す
る。

被保険者は、事業主から
巡回歯科検診の案内を行
う。その費用は委託業者
からの請求に基づき健保
が直接業者へ支払いし結
果を受領する。
被保険者で巡回歯科検診
未受診者・被扶養者は、
加入者が選択した歯科医
療機関等で実施。その場
合は、受診者が受診費用
を支払いその後健保へ補
助金の請求とともに結果
を提出する。
特定健診の問診により、
噛めない・噛みずらいと
回答した方や、検診未受
診者に受診勧奨を実施す
る。

被保険者は、事業主から
巡回歯科検診の案内を行
う。その費用は委託業者
からの請求に基づき健保
が直接業者へ支払いし結
果を受領する。
被保険者で巡回歯科検診
未受診者・被扶養者は、
加入者が選択した歯科医
療機関等で実施。その場
合は、受診者が受診費用
を支払いその後健保へ補
助金の請求とともに結果
を提出する。
特定健診の問診により、
噛めない・噛みずらいと
回答した方や、検診未受
診者に受診勧奨を実施す
る。

口腔の状態を把握し、虫歯・歯周病などの
口腔疾患の早期発見・早期治療を促す。歯
科医療費の削減。

疾病大分類一人当たり医療費では
「歯科疾患」が上位にある。なか
でも「歯肉炎・歯周疾患」は他健
保平均より高い。歯科関連疾患の
予防や生活習慣病予防のためにも
対策が必要である（ただし、歯科
医療費は、口腔ケアのために定期
的に受診している組合員が多い場
合高くなることもある）。

事業の案内(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10％　令和7年度：15％　令和8年度：20％　令和9年度：25％　令和10年度：30％　令和11年度：35％)R4年度末在籍3132名　受診者３名（R4年度）
1,708 - - - - -

4 既
存

保健指導（若
年層　４０歳
未満）

全て 男女
18
〜
39

加入者
全員,基
準該当

者
１

ア,イ,エ,オ
,キ,ク,ケ,
サ

４０歳未満の者も定期健
康診断の結果から特定保
健指導の基準により階層
化して対象者を抽出。委
託業者と連携して保健指
導を実施。委託業者・事
業主と共同で受診勧奨を
行い参加を促す。利用促
進と改善効果を目的とし
て、最終完了した者・一
定の効果が出た者にはイ
ンセンティブを支給する
。
特定保健指導と同等の指
導を実施する。

ア,ウ,コ
委託業者・事業主と連携
して保健指導を実施。（
特定保健指導と同等の指
導を実施。）

４０歳未満の者も定期健
康診断の結果から特定保
健指導の基準により階層
化して対象者を抽出。委
託業者と連携して保健指
導を実施。委託業者・事
業主と共同で受診勧奨を
行い参加を促す。利用促
進と改善効果を目的とし
て、最終完了した者・一
定の効果が出た者にはイ
ンセンティブを支給する
。
特定保健指導と同等の指
導を実施する。

４０歳未満の者も定期健
康診断の結果から特定保
健指導の基準により階層
化して対象者を抽出。委
託業者と連携して保健指
導を実施。委託業者・事
業主と共同で受診勧奨を
行い参加を促す。利用促
進と改善効果を目的とし
て、最終完了した者・一
定の効果が出た者にはイ
ンセンティブを支給する
。
特定保健指導と同等の指
導を実施する。

４０歳未満の者も定期健
康診断の結果から特定保
健指導の基準により階層
化して対象者を抽出。委
託業者と連携して保健指
導を実施。委託業者・事
業主と共同で受診勧奨を
行い参加を促す。利用促
進と改善効果を目的とし
て、最終完了した者・一
定の効果が出た者にはイ
ンセンティブを支給する
。
特定保健指導と同等の指
導を実施する。

４０歳未満の者も定期健
康診断の結果から特定保
健指導の基準により階層
化して対象者を抽出。委
託業者と連携して保健指
導を実施。委託業者・事
業主と共同で受診勧奨を
行い参加を促す。利用促
進と改善効果を目的とし
て、最終完了した者・一
定の効果が出た者にはイ
ンセンティブを支給する
。
特定保健指導と同等の指
導を実施する。

４０歳未満の者も定期健
康診断の結果から特定保
健指導の基準により階層
化して対象者を抽出。委
託業者と連携して保健指
導を実施。委託業者・事
業主と共同で受診勧奨を
行い参加を促す。利用促
進と改善効果を目的とし
て、最終完了した者・一
定の効果が出た者にはイ
ンセンティブを支給する
。
特定保健指導と同等の指
導を実施する。

４０歳未満の者も定期健
康診断の結果から特定保
健指導の基準により階層
化して対象者を抽出。委
託業者と連携して保健指
導を実施。委託業者・事
業主と共同で受診勧奨を
行い参加を促す。利用促
進と改善効果を目的とし
て、最終完了した者・一
定の効果が出た者にはイ
ンセンティブを支給する
。
特定保健指導と同等の指
導を実施する。

若年層の生活習慣病の発症・重症化を予防
。将来の特定保健指導該当者を減らす。

・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。

保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：42.0％　令和7年度：44.0％　令和8年度：46.0％　令和9年度：47.0％　令和10年度：48.0％　令和11年度：5
0.0％)指導対象者56名、終了者23名（R4年度） 特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：13.0％　令和7年度：13.0％　令和8年度：13.00％　令和9年度：12.0％　令和10年度：12.0％　令和11年度：12.0％)-

1,281 - - - - -

4,5 既
存

保健指導　若
年層向け情報
提供（冊子配
布）

全て 男女
18
〜
39

被保険
者,被扶

養者
１ ス

健診受診者全員に、自身
の健診結果と、その結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。

ア,ク,コ
委託業者と連携し情報提
供冊子を作成し、健診受
診者に配布する。

健診受診者全員に、自身
の健診結果と、その結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。委託業者と連携し情報
提供冊子を作成し、健診
受診者に配布する。

健診受診者全員に、自身
の健診結果と、その結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。委託業者と連携し情報
提供冊子を作成し、健診
受診者に配布する。

健診受診者全員に、自身
の健診結果と、その結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。委託業者と連携し情報
提供冊子を作成し、健診
受診者に配布する。

健診受診者全員に、自身
の健診結果と、その結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。委託業者と連携し情報
提供冊子を作成し、健診
受診者に配布する。

健診受診者全員に、自身
の健診結果と、その結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。委託業者と連携し情報
提供冊子を作成し、健診
受診者に配布する。

健診受診者全員に、自身
の健診結果と、その結果
に基づいた個別性の高い
健康情報冊子を提供する
。委託業者と連携し情報
提供冊子を作成し、健診
受診者に配布する。

個別性の高い情報を提供することにより、
年１回自身の健康リスクを把握し、健康増
進や早期受診促進へつなげる

・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。

対象者への配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年
度：100％)若年層951名に冊子配付（R5年度）　

適切に効果測定できる指標がないため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

4,154 - - - - -

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種補
助

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 ３ ケ,サ,ス

インフルエンザの予防を
図るため、予防接種費用
の一部補助を行う。
事業主で集団接種を実施
した場合は、事業主が健
保へ申請し事業主へ支給
。
個人で医療機関で接種し
た場合は、被保険者が費
用を支払、健保へ補助金
を申請する。

ア,カ,コ
被保険者は事業主にて集
団接種。個人接種の被保
険者、被扶養者・任継者
は各自選択した医療機関
で接種。

事業主で集団接種を実施
した場合は、事業主が健
保へ申請し事業主へ支給
。
個人で医療機関で接種し
た場合は、被保険者が一
旦費用を立て替え、健保
へ申請、被保険者に補助
金を支給。

事業主で集団接種を実施
した場合は、事業主が健
保へ申請し事業主へ支給
。
個人で医療機関で接種し
た場合は、被保険者が一
旦費用を立て替え、健保
へ申請、被保険者に補助
金を支給。

事業主で集団接種を実施
した場合は、事業主が健
保へ申請し事業主へ支給
。
個人で医療機関で接種し
た場合は、被保険者が一
旦費用を立て替え、健保
へ申請、被保険者に補助
金を支給。

事業主で集団接種を実施
した場合は、事業主が健
保へ申請し事業主へ支給
。
個人で医療機関で接種し
た場合は、被保険者が一
旦費用を立て替え、健保
へ申請、被保険者に補助
金を支給。

事業主で集団接種を実施
した場合は、事業主が健
保へ申請し事業主へ支給
。
個人で医療機関で接種し
た場合は、被保険者が一
旦費用を立て替え、健保
へ申請、被保険者に補助
金を支給。

事業主で集団接種を実施
した場合は、事業主が健
保へ申請し事業主へ支給
。
個人で医療機関で接種し
た場合は、被保険者が一
旦費用を立て替え、健保
へ申請、被保険者に補助
金を支給。

インフルエンザの予防。罹患率を下げる。

疾病大分類一人当たり医療費では
「呼吸器系疾患」が上位にある。
経年的に増加しているが他健保平
均よりは低い。血管運動性鼻炎・
アレルギー性鼻炎の一人当たり医
療費が最も多いが、コロナ禍で流
行が抑えられていたインフルエン
ザの流行が今後懸念される。年代
別にみると、10歳未満の医療費が
高い。

インフルエンザワクチン接種率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：63.0％　令和7年度：63.0％　令和8年度：64.0％　令和9年度：64.0％　令和10年度：65.0％
　令和11年度：65.0％)延べ接種人数で1954名
R4年度末在籍3132名

罹患率は、様々な要因が影響することからアウトカムとしない
(アウトカムは設定されていません)

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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327 - - - - -

8 既
存 Ｂ型肝炎ワク

チン接種補助 全て 男女
20
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ ケ,サ,ス

B型肝炎の発症予防を図る
ため、健診結果をもとに
基準を満たさない接種希
望者に対し、予防接種費
用の一部補助を行う。予
防接種は事業主にて実施
する。接種費用は事業主
が健保へ申請し事業主へ
支給する。

ア,コ,シ 事業主にて予防接種を実
施する。

健診結果をもとに基準を
満たさない接種希望者に
対し、予防接種費用の一
部補助を行う。予防接種
は事業主にて実施する。
接種費用は事業主が健保
へ申請し事業主へ支給す
る。

健診結果をもとに基準を
満たさない接種希望者に
対し、予防接種費用の一
部補助を行う。予防接種
は事業主にて実施する。
接種費用は事業主が健保
へ申請し事業主へ支給す
る。

健診結果をもとに基準を
満たさない接種希望者に
対し、予防接種費用の一
部補助を行う。予防接種
は事業主にて実施する。
接種費用は事業主が健保
へ申請し事業主へ支給す
る。

健診結果をもとに基準を
満たさない接種希望者に
対し、予防接種費用の一
部補助を行う。予防接種
は事業主にて実施する。
接種費用は事業主が健保
へ申請し事業主へ支給す
る。

健診結果をもとに基準を
満たさない接種希望者に
対し、予防接種費用の一
部補助を行う。予防接種
は事業主にて実施する。
接種費用は事業主が健保
へ申請し事業主へ支給す
る。

健診結果をもとに基準を
満たさない接種希望者に
対し、予防接種費用の一
部補助を行う。予防接種
は事業主にて実施する。
接種費用は事業主が健保
へ申請し事業主へ支給す
る。

Ｂ型肝炎の発症の予防。罹患率を下げる

健康意識の醸成
・健診受診、がん検診受診率の向
上を目指し、疾病の早期発見・早
期治療につなげる。
・生活習慣病やその他疾病に関す
る知識を増やし、疾病予防につな
げる。
・医療費についての理解を促す。
・心身の不調を予防し健康増進を
図る。

接種実施人数(【実績値】22人　【目標値】令和6年度：22人　令和7年度：22人　令和8年度：22人　令和9年度：22人　令和10年度：22人　令和11年度：22人)- 罹患率は、様々な要因が影響することからアウトカムとしない
(アウトカムは設定されていません)

7,552 - - - - -

8 新
規

新型コロナウ
ィルスワクチ
ン接種費用補
助

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ケ,サ,ス

新型コロナウイルス感染
症の予防を図るため、年
１回予防接種費用の一部
補助を行う。
事業主で集団接種を実施
した場合は、事業主が健
保へ申請し事業主へ支給
。
個人で医療機関で接種し
た場合は、被保険者が費
用を支払、健保へ補助金
を申請する。

ア,カ,コ
被保険者は事業主にて集
団接種。個人接種の被保
険者、被扶養者・任継者
は各自選択した医療機関
で接種。

R６年度から開始予定
新型コロナウイルス感染
症の予防を図るため、年
１回予防接種費用の一部
補助を行う。
事業主で集団接種を実施
した場合は、事業主が健
保へ申請し事業主へ支給
。
個人で医療機関で接種し
た場合は、被保険者が費
用を支払、健保へ補助金
を申請する。

新型コロナウイルス感染
症の流行状況をみて実施
方法を検討する。

新型コロナウイルス感染
症の流行状況をみて実施
方法を検討する。

新型コロナウイルス感染
症の流行状況をみて実施
方法を検討する。

新型コロナウイルス感染
症の流行状況をみて実施
方法を検討する。

新型コロナウイルス感染
症の流行状況をみて実施
方法を検討する。

新型コロナウィルス感染症の発症予防。罹
患率を下げる。

疾病大分類一人当たり医療費では
「重症急性呼吸器症候群など」が
上位にある。

新型コロナウィルス感染症ワクチン接種人数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1,500人　令和7年度：1,500人　令和8年度：1,500人　令和9年度：1,500人　令
和10年度：1,500人　令和11年度：1,500人)-

罹患率は、様々な要因が影響することからアウトカムとしない
(アウトカムは設定されていません)

545 - - - - -

5 既
存 禁煙外来補助 全て 男女

20
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ キ,ク,ケ

喫煙者０％を目指すため
に、事業主と共同で禁煙
外来受診を促す。
定期健康診断のアンケー
トにて喫煙者を把握する
。
禁煙対策事業の利用者を
確認し、継続的にモニタ
リングすることにより効
果検証を実施。

ア,コ
対象者が選択した医療機
関で禁煙外来を受診し、
卒煙ができた者に受診費
用の補助を行う。

喫煙者０％を目指すため
に、事業主と共同で禁煙
外来受診を促す。
定期健康診断のアンケー
トにて喫煙者を把握する
。
対象者が選択した医療機
関で禁煙外来を受診し、
卒煙ができた者に受診費
用の補助を行う。当事業
の利用者を確認し、継続
的にモニタリングするこ
とにより効果検証を実施
。

喫煙者０％を目指すため
に、事業主と共同で禁煙
外来受診を促す。
定期健康診断のアンケー
トにて喫煙者を把握する
。
対象者が選択した医療機
関で禁煙外来を受診し、
卒煙ができた者に受診費
用の補助を行う。当事業
の利用者を確認し、継続
的にモニタリングするこ
とにより効果検証を実施
。

喫煙者０％を目指すため
に、事業主と共同で禁煙
外来受診を促す。
定期健康診断のアンケー
トにて喫煙者を把握する
。
対象者が選択した医療機
関で禁煙外来を受診し、
卒煙ができた者に受診費
用の補助を行う。当事業
の利用者を確認し、継続
的にモニタリングするこ
とにより効果検証を実施
。

喫煙者０％を目指すため
に、事業主と共同で禁煙
外来受診を促す。
定期健康診断のアンケー
トにて喫煙者を把握する
。
対象者が選択した医療機
関で禁煙外来を受診し、
卒煙ができた者に受診費
用の補助を行う。当事業
の利用者を確認し、継続
的にモニタリングするこ
とにより効果検証を実施
。

喫煙者０％を目指すため
に、事業主と共同で禁煙
外来受診を促す。
定期健康診断のアンケー
トにて喫煙者を把握する
。
対象者が選択した医療機
関で禁煙外来を受診し、
卒煙ができた者に受診費
用の補助を行う。当事業
の利用者を確認し、継続
的にモニタリングするこ
とにより効果検証を実施
。

喫煙者０％を目指すため
に、事業主と共同で禁煙
外来受診を促す。
定期健康診断のアンケー
トにて喫煙者を把握する
。
対象者が選択した医療機
関で禁煙外来を受診し、
卒煙ができた者に受診費
用の補助を行う。当事業
の利用者を確認し、継続
的にモニタリングするこ
とにより効果検証を実施
。

喫煙率の低減を目指す 喫煙率は、年々減少し国実施目標
より低い

禁煙外来利用者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1人　令和7年度：1人　令和8年度：1人　令和9年度：1人　令和10年度：1人　令和11年度：1人)- 喫煙率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：0％　令和7年度：0％　令和8年度：0％　令和9年度：0％　令和10年度：0％　令和11年度：0％)-
300 - - - - -

5,6 既
存

健康介護電話
相談 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ケ,ス

専用ダイヤルを設け、無
料で健康・介護・育児等
に関する相談を実施。

ウ,コ
委託業者と連携し、２４
時間３６５日無料で電話
相談を実施。

２４時間３６５日無料電
話相談の専用ダイヤルを
設け、健康・介護・育児
等に関する相談を実施。

２４時間３６５日無料電
話相談の専用ダイヤルを
設け、健康・介護・育児
等に関する相談を実施。

２４時間３６５日無料電
話相談の専用ダイヤルを
設け、健康・介護・育児
等に関する相談を実施。

２４時間３６５日無料電
話相談の専用ダイヤルを
設け、健康・介護・育児
等に関する相談を実施。

２４時間３６５日無料電
話相談の専用ダイヤルを
設け、健康・介護・育児
等に関する相談を実施。

２４時間３６５日無料電
話相談の専用ダイヤルを
設け、健康・介護・育児
等に関する相談を実施。

心身の健康のために、気軽に相談できる窓
口の提供。日常の健康管理・健康増進につ
いての早期対応。

健康意識の醸成
・健診受診、がん検診受診率の向
上を目指し、疾病の早期発見・早
期治療につなげる。
・生活習慣病やその他疾病に関す
る知識を増やし、疾病予防につな
げる。
・医療費についての理解を促す。
・心身の不調を予防し健康増進を
図る。

利用促進回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)- 任意利用のため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

2,610 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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8 既
存

常備薬あっせ
ん・補助 全て 男女

20
〜
74

被保険
者 １ ケ,ス

期限を設けて、医薬品の
購入のあっせんを実施す
る。WEB等で申し込み、
商品は自宅等に送付。補
助上限額を超えた分は自
己負担で支払いする。送
料は自己負担。

ク,コ 委託業者・健保連携の上
実施。

期限を設けて、医薬品の
購入のあっせんを実施す
る。WEB等で申し込み、
商品を自宅等に送付。

期限を設けて、医薬品の
購入のあっせんを実施す
る。WEB等で申し込み、
商品を自宅等に送付。

期限を設けて、医薬品の
購入のあっせんを実施す
る。WEB等で申し込み、
商品を自宅等に送付。

期限を設けて、医薬品の
購入のあっせんを実施す
る。WEB等で申し込み、
商品を自宅等に送付。

期限を設けて、医薬品の
購入のあっせんを実施す
る。WEB等で申し込み、
商品を自宅等に送付。

期限を設けて、医薬品の
購入のあっせんを実施す
る。WEB等で申し込み、
商品を自宅等に送付。

家庭用常備薬を備えておくことにより、疾
病の初期対応・セルフメディケーションを
促し、組合医療費の抑制につなげる。

疾病大分類一人当たり医療費では
「呼吸器系疾患」が上位にある。
経年的に増加しているが他健保平
均よりは低い。血管運動性鼻炎・
アレルギー性鼻炎の一人当たり医
療費が最も多いが、コロナ禍で流
行が抑えられていたインフルエン
ザの流行が今後懸念される。年代
別にみると、10歳未満の医療費が
高い。
健康意識の醸成
・健診受診、がん検診受診率の向
上を目指し、疾病の早期発見・早
期治療につなげる。
・生活習慣病やその他疾病に関す
る知識を増やし、疾病予防につな
げる。
・医療費についての理解を促す。
・心身の不調を予防し健康増進を
図る。

常備薬あっせん申込率(【実績値】47.53％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：50％　令和10年度：50％　令和11年
度：50％)対象2173名　申込1033名

任意利用のため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

2,175 - - - - -

4 新
規

重症化予防対
策 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 １ イ,エ,オ,キ

,ク,ケ

定期健康診断結果から、
血圧・脂質・血糖の受診
勧奨数値に該当するが、
医療機関への受診をして
いない者に、保健指導の
案内を郵送する。希望者
が申込し指導を受ける。

ウ,ク,コ 委託業者と連携し、保健
指導を実施する。

定期健康診断結果から、
血圧・脂質・血糖の受診
勧奨数値に該当するが、
医療機関への受診をして
いない者に、保健指導の
案内を郵送する。希望者
が申込し指導を受ける。

状況をみて実施方法を検
討し、継続実施する。

状況をみて実施方法を検
討し、継続実施する。

状況をみて実施方法を検
討し、継続実施する。

状況をみて実施方法を検
討し、継続実施する。

状況をみて実施方法を検
討し、継続実施する。

検査数値のコントロール不良者・受診勧奨
値にもかかわらず医療機関への未受診者に
対し、生活習慣・受診状況の確認、数値改
善の保健指導を行い重症化予防を予防する

・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。

通知人数(【実績値】52人　【目標値】令和6年度：40人　令和7年度：40人　令和8年度：40人　令和9年度：40人　令和10年度：40人　令和11年度：40人)- 改善率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10％　令和7年度：15％　令和8年度：20％　令和9年度：25％　令和10年度：30％　令和11年度：30％)-
144 - - - - -

5 新
規

前期高齢者健
康増進対策 全て 男女

59
〜
74

定年退
職予定

者
１ ク,ケ,ス

老化遅延・健康増進に働
きかける専門職による保
健指導プログラムやセミ
ナー等を企画・実施する
。

ウ,コ,シ
事業主と相談の上、事業
内容を企画。前期高齢者
の医療費を削減し、納付
金を削減させるための事
業を実施する。

R６年度から開始予定
前期高齢者の医療費を削
減し、納付金を削減させ
るための事業を実施する
。老化遅延・健康増進に
働きかける専門職による
保健指導プログラムやセ
ミナー等を企画・実施す
る。

保健指導プログラムやセ
ミナー等を企画・実施す
る。

保健指導プログラムやセ
ミナー等を企画・実施す
る。

保健指導プログラムやセ
ミナー等を企画・実施す
る。

保健指導プログラムやセ
ミナー等を企画・実施す
る。

保健指導プログラムやセ
ミナー等を企画・実施す
る。

前期高齢者の医療費の適正化を目指す

他の年代に比べて前期高齢者の医
療費が高い。雇用延長が進む中、
今後さらなる高騰が懸念される。
この年代になる前に、しっかり健
康管理を行うこと、また前期高齢
者に特化した健康管理の教育を行
うことが必要である。

セミナー実施回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 前期高齢者の医療費は適正な疾患管理により一時的に増加することもある。短期的に効果検証できるものではないため、今回は設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

3,146 - - - - -

5 新
規

女性の健康課
題に関する対
策

全て 女性
0

〜
74

加入者
全員 １ ケ,ス

女性の健康課題（妊娠・
出産・月経障害・更年期
・女性特有の疾病・やせ
・貧血等）に対する対策
を実施する。

ア,コ,シ
事業主と相談の上、事業
内容を企画。セミナー等
の事業を実施する。

R６年度から開始予定
女性の健康課題（妊娠・
出産・月経障害・更年期
・女性特有の疾病・やせ
・貧血等）に対する対策
事業を実施する。事業主
と共同で企画立案し、セ
ミナー等の事業を実施す
る

課題に合わせ、実施内容
を検討する

課題に合わせ、実施内容
を検討する

課題に合わせ、実施内容
を検討する

課題に合わせ、実施内容
を検討する

課題に合わせ、実施内容
を検討する

女性の体調の変化に関する不安の軽減や体
調管理のサポートを行う。

疾病大分類一人当たり医療費では
「新生物」が上位にある。
他健保平均よりは低いが、男性は
大腸がん、女性は乳がんの医療費
が最も高い。
組合員には女性が多く婦人科系疾
患一人当たり医療費が上位にある
。被保険者は、「他の妊娠，分娩
・産じょく」「乳房・女性性器疾
患」が高い。

セミナー実施回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- セミナー実施のみでは効果検証が難しい。今後施策の検討により指標を検討する
(アウトカムは設定されていません)

500 - - - - -

5 既
存

インボディ測
定会 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ ア,キ,ケ,コ

,ス

定期健康診断の導線を利
用して、インボディ測定
会を実施。その後一定期
間後に、再度測定会を実
施する。その前後の計測
値により、一定条件をク
リアした者にインセンテ
ィブを支給する。

ア,コ
事業主と共同でイベント
企画・実施する。
事業主敷地内にインボデ
ィ測定器を常設し、自由
利用できるようにする。

定期健康診断の導線を利
用して、インボディ測定
会を実施。測定値の結果
で、体系維持・改善した
者に、インセンティブを
支給する。
事業主敷地内に常設し、
自由利用できるようにす
る。

定期健康診断の導線を利
用して、インボディ測定
会を実施。測定値の結果
で、体系維持・改善した
者に、インセンティブを
支給する。
事業主敷地内に常設し、
自由利用できるようにす
る。

定期健康診断の導線を利
用して、インボディ測定
会を実施。測定値の結果
で、体系維持・改善した
者に、インセンティブを
支給する。
事業主敷地内に常設し、
自由利用できるようにす
る。

定期健康診断の導線を利
用して、インボディ測定
会を実施。測定値の結果
で、体系維持・改善した
者に、インセンティブを
支給する。
事業主敷地内に常設し、
自由利用できるようにす
る。

定期健康診断の導線を利
用して、インボディ測定
会を実施。測定値の結果
で、体系維持・改善した
者に、インセンティブを
支給する。
事業主敷地内に常設し、
自由利用できるようにす
る。

定期健康診断の導線を利
用して、インボディ測定
会を実施。測定値の結果
で、体系維持・改善した
者に、インセンティブを
支給する。
事業主敷地内に常設し、
自由利用できるようにす
る。

自身の体組織を把握してもらい、健康維持
・増進に向けて行動変容を促す。

・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。

インボディ測定人数(【実績値】209人　【目標値】令和6年度：215人　令和7年度：220人　令和8年度：225人　令和9年度：230人　令和10年度：235人　令和11
年度：240人)-

任意利用のため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

4,719 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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体
育
奨
励

5 既
存

ウォーキング
イベント 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ ア,エ,ケ

参加者には、歩数計かス
マートウオッチを配付。
11〜12月の２か月間ウオ
ーキングイベントを開催
。歩数計測アプリにより
歩数をカウント。イベン
ト終了後、参加者の歩数
を集計。一定条件を満た
した方にインセンティブ
を支給する。事後アンケ
ートで効果検証を実施す
る。

ア,コ 事業主と共同でイベント
企画・実施する。

参加者には、歩数計かス
マートウオッチを配付。1
1〜12月の２か月間ウオー
キングイベントを開催。
歩数計測アプリにより歩
数をカウント。イベント
終了後、参加者の歩数を
集計。一定条件を満たし
た方にインセンティブを
支給する。事後アンケー
トで効果検証を実施する
。

参加者には、歩数計かス
マートウオッチを配付。1
1〜12月の２か月間ウオー
キングイベントを開催。
歩数計測アプリにより歩
数をカウント。イベント
終了後、参加者の歩数を
集計。一定条件を満たし
た方にインセンティブを
支給する。事後アンケー
トで効果検証を実施する
。

参加者には、歩数計かス
マートウオッチを配付。1
1〜12月の２か月間ウオー
キングイベントを開催。
歩数計測アプリにより歩
数をカウント。イベント
終了後、参加者の歩数を
集計。一定条件を満たし
た方にインセンティブを
支給する。事後アンケー
トで効果検証を実施する
。

参加者には、歩数計かス
マートウオッチを配付。1
1〜12月の２か月間ウオー
キングイベントを開催。
歩数計測アプリにより歩
数をカウント。イベント
終了後、参加者の歩数を
集計。一定条件を満たし
た方にインセンティブを
支給する。事後アンケー
トで効果検証を実施する
。

参加者には、歩数計かス
マートウオッチを配付。1
1〜12月の２か月間ウオー
キングイベントを開催。
歩数計測アプリにより歩
数をカウント。イベント
終了後、参加者の歩数を
集計。一定条件を満たし
た方にインセンティブを
支給する。事後アンケー
トで効果検証を実施する
。

参加者には、歩数計かス
マートウオッチを配付。1
1〜12月の２か月間ウオー
キングイベントを開催。
歩数計測アプリにより歩
数をカウント。イベント
終了後、参加者の歩数を
集計。一定条件を満たし
た方にインセンティブを
支給する。事後アンケー
トで効果検証を実施する
。

楽しみながら運動習慣の定着と行動変容を
促し、生活習慣病予防につなげる。職場の
コミュニケーション活性化にも寄与する。

・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。

参加人数(【実績値】383人　【目標値】令和6年度：400人　令和7年度：405人　令和8年度：410人　令和9年度：415人　令和10年度：420人　令和11年度：425
人)- 8000歩以上達成者の割合(【実績値】75.18％　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：80％　令和8年度：80％　令和9年度：80％　令和10年度：80％　令和11年度：80％)達成者290名

0 - - - - -

5 既
存

スポーツクラ
ブ　法人契約 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ケ,ス

スポーツクラブ（ルネサ
ンス・RIZAP）と法人契約
を結び、加入者とその家
族に法人価格にて運動機
会の場を提供。キャンペ
ーン等の周知活動は、健
保で実施。

ク,コ,シ
外部委託にて運営。在籍
している被保険者・被扶
養者及びその２親等以内
の家族が対象。

スポーツクラブと法人契
約を結び、加入者とその
家族に法人価格にて運動
機会の場を提供。キャン
ペーン等の周知活動は、
健保で実施。

スポーツクラブと法人契
約を結び、加入者とその
家族に法人価格にて運動
機会の場を提供。キャン
ペーン等の周知活動は、
健保で実施。

スポーツクラブと法人契
約を結び、加入者とその
家族に法人価格にて運動
機会の場を提供。キャン
ペーン等の周知活動は、
健保で実施。

スポーツクラブと法人契
約を結び、加入者とその
家族に法人価格にて運動
機会の場を提供。キャン
ペーン等の周知活動は、
健保で実施。

スポーツクラブと法人契
約を結び、加入者とその
家族に法人価格にて運動
機会の場を提供。キャン
ペーン等の周知活動は、
健保で実施。

スポーツクラブと法人契
約を結び、加入者とその
家族に法人価格にて運動
機会の場を提供。キャン
ペーン等の周知活動は、
健保で実施。

加入者に運動機会の提供をする

・疾病大分類一人当たり医療費で
、内分泌・栄養・代謝疾患が上位
にある。
・内臓脂肪症候群該当者・特定保
健指導対象者の割合は、他健保平
均より低いが増加傾向にある。
・検査数値が基準値外の人に、未
受診、または服薬していてもコン
トロール不良者がいる。

入会率(【実績値】0.5％　【目標値】令和6年度：1％　令和7年度：2％　令和8年度：3％　令和9年度：4％　令和10年度：5％　令和11年度：5％)登録者2名 任意利用のため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

3,776 - - - - -

8 新
規

東京ディズニ
ーリゾートコ
ーポレートプ
ログラム

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ケ,ス

体育奨励・レジャー施設
の補助として加入者から
の申請により、年１回利
用補助券を健保から交付
する。利用補助券が使用
された後に、事務局から
の請求に基づき補助金の
支払いを行う。

ク,コ レジャー施設との契約を
基に実施する。

R６年度から開始予定
体育奨励・レジャー施設
の補助として加入者から
の申請により、年１回利
用補助券を健保から交付
する。利用補助券が使用
された後に、事務局から
の請求に基づき補助金の
支払いを行う。

体育奨励・レジャー施設
の補助として加入者から
の申請により、年１回利
用補助券を健保から交付
する。利用補助券が使用
された後に、事務局から
の請求に基づき補助金の
支払いを行う。

体育奨励・レジャー施設
の補助として加入者から
の申請により、年１回利
用補助券を健保から交付
する。利用補助券が使用
された後に、事務局から
の請求に基づき補助金の
支払いを行う。

体育奨励・レジャー施設
の補助として加入者から
の申請により、年１回利
用補助券を健保から交付
する。利用補助券が使用
された後に、事務局から
の請求に基づき補助金の
支払いを行う。

体育奨励・レジャー施設
の補助として加入者から
の申請により、年１回利
用補助券を健保から交付
する。利用補助券が使用
された後に、事務局から
の請求に基づき補助金の
支払いを行う。

体育奨励・レジャー施設
の補助として加入者から
の申請により、年１回利
用補助券を健保から交付
する。利用補助券が使用
された後に、事務局から
の請求に基づき補助金の
支払いを行う。

加入者の心身のリフレッシュを図り、健康
増進を推進する。

健康意識の醸成
・健診受診、がん検診受診率の向
上を目指し、疾病の早期発見・早
期治療につなげる。
・生活習慣病やその他疾病に関す
る知識を増やし、疾病予防につな
げる。
・医療費についての理解を促す。
・心身の不調を予防し健康増進を
図る。

利用人数(【実績値】-人　【目標値】令和6年度：1,000人　令和7年度：1,000人　令和8年度：1,000人　令和9年度：1,000人　令和10年度：1,000人　令和11年度
：1,000人)-

レジャー施設の補助による健康増進の効果測定が困難なため
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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